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1 691 教育委員会事業 教育局教育総務課
つくば市の教育行政の具体的な施策の推進・充実

を図る。

定例教育委員会を毎月１回開催 

必要に応じて臨時会を開催し、委員会における事務事業の適正化を図る。

定例教育委員会１２回、臨時教育委員会１回、教職員と教育委員との懇談会１回

を実施した。教育長と教育委員の合議により教育行政の基本方針を決定し、具体的な

施策について審議を行った。懇談会では現場の意見を直接聞き取ることで、教育現場の

実情を理解し、問題点をすり合わせることができ、教育行政の推進・充実を図ることがで

きた。また、議事録を作成することで教育行政の透明性を向上させた。

2 692 奨学資金支給事業 教育局教育総務課

勉学の意欲がありながら経済的な理由により修学が

困難な者に対して奨学金を支給し、教育の機会均

等を図るとともに、有用な人材を育成する。

つくば市奨学生選考委員会において奨学生の選考に関し必要な事項を調査審議の

上、教育委員会において決定した奨学生一人当たりに月額１０，０００円を支給す

る。

４月　奨学生の募集受付　７月　奨学生選考委員会の開催、支給対象者決定（２

５名）

８月及び１月　奨学金支給　３月　振り返りレポートの受付

勉学の意欲がありながら、経済的な理由によって修学が困難な者に対して、奨学金を支

給し、教育の機会均等及び有用な人材育成を図ることができた。

3 693 英語指導助手配置事業 教育局教育総務課
コミュニケーション能力の向上と国際理解教育を推進

する。

外国籍の外国語指導助手（ＡＬＴ）を市内小中義務教育学校に配置し、巡回させ

て、担当教諭との連携により外国語教育及び国際理解教育を実施する。また、帰国児

童生徒及びその保護者の支援をする。

市内全公立学校にＡＬＴ４０名を配置し、担当教諭と連携した外国語活動及び英

語指導を実施し、児童生徒の学習への興味・関心を喚起させ、異なる文化をもつＡＬ

Ｔとの交流などを通して、体験的に文化等の理解を深めることができた。また、外国人人

材の管理体制の整備に資するため、令和７年度に向けてＡＬＴコーディネーターの採用

を進めることができた。

4 694 学校教育専用バス管理事業 教育局教育総務課

学校教育専用バスの運転管理業務を委託し、市立

幼稚園及び小中義務教育学校における校外学習

等の体験活動の機会を提供することで、児童生徒の

豊かな心の成長と多様な教育を受ける機会の充実

を図る。

学校規模や前年度実績を基に利用回数を配分し、学校教育用大型バス１台の円滑

な利用と適正管理を行う。

園外保育、校外学習等を実施し、児童生徒の豊かな心の成長と多様な教育を受ける

機会の充実を図ることができた。

5 695 豊かな心育成事業 教育局教育総務課

市内の児童生徒が芸術文化に触れる機会を設ける

ことで、芸術文化への関心、理解の深化、感性や創

造力の育成、豊かな人間性の形成を図ることを目的

として、芸術鑑賞・体験事業を実施するもの。

学校単位で芸術文化を鑑賞・体験する事業を実施する。 

また、６年生を対象として、舞台芸術鑑賞事業を実施する。

令和６年度は全ての小中義務教育学校（５０校）において事業を実施し、児童生

徒の豊かな人間性を育むことができた。

また、６年生を対象として、劇団四季による舞台芸術鑑賞事業を実施した。
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6 696
ゲストティーチャーと連携した体育の専

門的な指導事業
教育局教育総務課

児童の健やかな体の育成及び体力づくりを図るととも

に、地域社会の連携による教育を推進する。

ゲストティーチャーとして、ＮＰＯ法人つくばＦＣのコーチングスタッフ（日本サッカー協会

公認指導者）及びトレジムつくばのスタッフを、希望のあった小学校及び義務教育学校に

派遣し、専門的な見地から体育の授業を行う。

令和６年度は、希望のあった２０校にゲストティーチャーを派遣し、専門的な知見から地

域との連携に基づく児童の健やかな体づくりを行うことができた。

7 699
全国及び関東各種大会出場補助事

業
教育局教育総務課

児童及び生徒のスポーツ活動及び文化的活動の練

習意欲の向上並びに児童及び生徒の保護者の費

用負担の軽減を図る。

小学校、中学校及び義務教育学校の児童及び生徒が、次に掲げる大会のうち、学校

長の管理の下に関東大会以上の大会に県内の予選等を経て参加する際に交通費、宿

泊費等の補助を行う。

（１）　日本中学校体育連盟が主催する体育大会

（２）　全日本吹奏楽連盟、全日本合唱連盟等が主催する音楽コンクール

（３）　ＪＯＣジュニアオリンピックカップ

（４）　その他教育長が必要と認めた事業

補助対象大会に出場する児童及び生徒に対して補助を行うことにより、練習意欲の向

上及び心身の健全育成を図ることができた。また、保護者の経済的負担を軽減すること

ができた。

8 702 学校ボランティア活動支援事業 教育局教育総務課 ボランティア活動をしやすい体制を整備する。 ボランティア保険に加入し、ボランティア活動時の事故等の際に手続きを行う。

年間で１，３１０名のボランティア登録があり、交通安全ボランティアや校外学習時の

引率の補助などの活動を実施するに当たり、活動しやすい環境の整備及び充実を図るこ

とができた。

9 703 市ＰＴＡ連絡協議会への補助事業 教育局教育総務課

市ＰＴＡ連絡協議会及びつくば市立幼稚園ＰＴ

Ａ連絡協議会の育成、教育講演会の開催、他地

域のＰＴＡ団体との交流を支援し、活動の活性化

を図る。

市ＰＴＡ連絡協議会及びつくば市立幼稚園ＰＴＡ連絡協議会が運営する各種事業

等に対し補助金を交付する。
つくば市ＰＴＡ連絡協議会の活動の活性化及び円滑化を図ることができた。

10 704
地域との連携による学校の防災力強

化推進事業
教育局教育総務課

学校、地域、家庭、行政が連携して防災教育の取

組を実施することで学校の防災力を強化するととも

に、児童生徒や地域住民の災害に対応する実践的

な能力などの育成を図る。

学校防災推進委員会を設置し、防災力強化を推進するとともに、防災研修会を実施す

る。 

学校、地域と連携し、防災マップを作製する。 

学校防災推進委員会を２回開催した。また、小野川小学校、島名小学校、吉沼小学

校を対象とした学校防災手帳を作製するとともに、各学校における地域と学校が連携し

た防災訓練等の取組を行うことで、学校の防災力強化を図ることができた。
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11 705 つくば市教育長表彰事業 教育局教育総務課

スポーツや文化芸術、地域貢献など多方面で優秀

な実績を収めた児童生徒の功績を称えるとともにさら

なる飛躍や活躍を図る。

年度内に開催された各種大会やコンクール等において優秀な成績を収めた、あるいは、

学校や地域、身近な人々のために貢献し、ほかの模範となるような行動をした市内の小・

中・義務教育学校に在籍する児童生徒に対して、その功績を称えるためにつくば市教育

長賞を授与する。

小中学校及び義務教育学校から推薦のあった児童生徒のうち、選考基準に基づき、つく

ば市教育長賞（１５３件）を授与した。

スポーツや文化芸術など、多方面で優秀な成績を収めた児童生徒に対して、褒賞を授

与することにより、その功績を称えるとともに、さらなる飛躍や活躍を図ることができた。

12 706 学校評議員活動支援事業 教育局教育総務課
学校についての理解を深め、学校・家庭・地域が連

携しやすい環境づくりを進める。
各学校長及び各幼稚園長から推薦を受けた評議員に委嘱状を交付する。

つくば市立小学校、中学校及び義務教育学校管理規則及びつくば市立幼稚園管理規

則に基づき、学校長及び幼稚園長から推薦のあった８１名に、学校評議員を委嘱し

た。

評議員から幅広いご意見をいただくことで、学校が家庭や地域と連携しながら、地域に開

かれた特色ある学校づくりの推進が図れた。

13 707 学校災害賠償保険事務 教育局教育総務課

事故又は風水災害等による教育局管理施設の修

理代や児童・生徒への補償金など、市が法令に基づ

き負担する費用に対して、保険金を活用する。

教育局管理施設について、全国市有物件災害共済会の建物損害保険及び全国市長

会の賠償責任保険に加入する。

事故等が発生した際に、保険金の支払いに係る手続き等に対応する。

園児、児童及び生徒の数に応じて適切に保険加入の手続きを行った。 

事故や災害等に対応し、円滑に保険金を支払う体制を整え、保険金の請求に対応する

ことができた。 

学校で発生した事故２件について、保険金請求の対応を行った。

14 708
つくば市立学校市費負担非常勤講

師配置事業
教育局教育総務課

児童生徒の学力を向上させるとともに、よりスムーズ

に学校生活に適応できるようにサポートする。

教育内容の多様化、複雑化及び今日的な教育課題の顕在化に伴い、児童生徒ひとり

ひとりの個性や習熟度に応じたきめ細やかな教育指導を実践する。

市独自に担当教員のサポート役となる非常勤講師（つくば市立学校市費負担非常勤

講師）を配置する。

各学校の課題や状況に応じ、配置された市費負担非常勤講師は授業や生活面での支

援を行い、教職員の負担軽減に貢献した。その結果、児童一人ひとりに寄り添ったきめ細

かい対応や填補、新規採用教諭のサポート等が可能となり、教職員の負担軽減と児童

へのきめ細かい対応を大きく達成した。さらに、令和７年度

に向けて採用人数を増員し、市内小学校３２校中（義務教育学校を除く）３０校

に、１名ずつ採用できた。

15 709 人権教育推進事業 教育局教育総務課
同和問題等の人権問題について、偏見を持たず、

差別を行わない児童・生徒の育成を図る。

つくば市人権教育基本計画に基づき、人権教育研修会や講演会へ参加する。 

小中義務教育学校から人権啓発ポスターを募集し、つくば市民文化祭において展示す

る。

同和問題を始めとする様々な人権問題について正しく理解を深め、人権尊重の精神を

基調とし、啓発活動や人権研修を推進することにより、偏見を持たない児童生徒の育成

を図ることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

16 710
学校事務の効率化・簡略化の推進

事業
教育局教育総務課

教職員の校務の効率化により、校務にかかる時間を

縮減し、児童生徒と向き合う時間を確保する。

市内５０校を５グループに分け、学校事務を共同で処理することにより、教職員の校務

を軽減し、事務職員の事務処理のスキルアップを図る。

学校に勤務する教職員の働き方改革を推進し、より良い学校運営の支援を行うことを目

的とした学校運営支援補助金の交付事務を行う。

各グループで事務を共同実施（月２～３回）したほか、学校事務共同実施協議会第

１回会議を５月１５日に、第２回会議を２月２６日に開催した。各グループでの相

互確認・相互研修により、より適切かつ正確に事務が処理された。学校運営支援補助

金は、４５校からの申請があり交付を行った。その他、４月２５日に教頭及び学校事

務担当者向けの学校事務全般に関する研修動画の公開を行った。

17 711 教育広報事業 教育局教育総務課
教育現場と家庭・地域の連携による、より良いつくば

市の教育環境づくりを促進する。

教育委員会の取り組み、成果、市立の小中学校・幼稚園における教育活動等に関する

情報発信（市ホームページへの掲載）

暦年の行政資料としての重要性を鑑み、「つくばの教育概要２０２４」を発行。また、教

育局独自のホームページにおける情報発信を行い、つくば市の教育に対する理解を深め

ることができた。

18 712 教育統計調査事業 教育局教育総務課
学校教育行政に必要な学校に関する基本的事項

を調査し、明らかにする。

国及び県による各種統計調査の実施 

学校基本調査、学校教員統計調査（３年に一度）、地方教育費調査等

学校基本調査では学校教育行政に必要な基本的事項を把握することができた。また、

地方教育費調査では、学校教育、社会教育、生涯学習関連及び教育行政における

地方公共団体から支出された経費等の実態を明らかにすることで、今後の教育諸施策

を検討・立案するための基礎資料とすることができた。

19 713
事務事業の点検評価及び教育振興

基本計画の進行管理事務
教育局教育総務課 効率的・効果的な質の高い教育行政を目指す。

「地方教育行政の組織及び運営に関する法律」に基づき、教育委員会の事務事業の点

検及び評価を実施する。

事務事業は内部評価を実施するほか、学識経験者等からの意見を受け、各事業の改

善及び適正化に反映させる。

点検・評価の実施に当たっては、教育振興基本計画の進行管理を踏まえたものとする。

教育委員会の権限に属する事務の管理及び執行状況に係る点検及び評価について、

内部評価及び外部の学識経験者からの意見を受け実施するとともに、教育振興基本計

画の進行管理を行った。

また、第４期つくば市教育振興基本計画策定員会を設置し、２回開催した。

20 714 叙位・叙勲事務 教育局教育総務課
学校教育関係者で社会に対する功労があったものに

栄誉を表彰する。

春秋叙勲、高齢者叙勲受賞者の内申及び伝達を行う。

死亡叙位・叙勲の内申及び遺族への伝達を行う。（教育関係の職務に３０年以上従

事し、満８８歳になる前に死亡したものに対して。）

高齢者叙勲の内申を７名（うち１名辞退）、死亡者叙位の内申を１名行った。

学校教育関係者（元学校長）で功績顕著な者について、その功労に対し、叙勲の恩

命に浴びせしめることができた。
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21 715 教職員の人事に関する事務 教育局教育総務課
適材適所の人事配置による組織の活性化及び教

育効果の向上

年度末、年度始に行う教職員人事異動の内申事務手続き 

辞令交付式の開催

年度末・年度始めに行う教職員人事異動の内申事務手続き及び辞令交付を行った。

適材適所の人事配置により、組織の活性化及び教育効果の向上を図ることができた。

令和６年度末異動者　退職者４７名、転出者（行政等への転出含む）９０名

令和７年度始め異動者　新規採用１０３名、転入者８６名

22 716 後援名義許可事業 教育局教育総務課
つくば市の教育、学術、文化及びスポーツの振興を

図る団体に対して、後援名義の使用を承認する。

団体等からの後援名義使用申請について、つくば市教育委員会の教育目標、方針等に

沿った事業に後援名義の使用を承認する。

教育委員会の教育目標・方針等に沿った事業に対して、後援名義の使用を承認するこ

とで、教育、学術、文化、スポーツの振興を図ることができた。（申請件数２３５件、承

認件数２３５件、不承認件数０件）

23 717
省エネ法改正に伴う中長期計画書作

成事業
教育局教育総務課

エネルギー使用状況を把握し、エネルギー使用の合

理化を図る。

教育委員会施設のエネルギー使用量について、定期報告書・中長期計画書を、７月末

に国へ提出する。 

※使用量の調査・計画書作成は、管財課で一括委託

法令に基づき、７月に報告書及び中長期計画書を提出し、エネルギーの合理的使用を

図った。

24 718 教育に関する団体等への負担金 教育局教育総務課 教育行政を円滑に遂行する。

関連団体等に負担金を納付する。 

中学校体育連盟、教科書図書選定協議会 

学校警察連絡協議会、学校長会、教頭会、教務主任会 

教育研究会、事務職員会

関係団体に負担金を納入し、教育行政活動を遂行するための一助となった。

25 719 庶務・臨時職員 教育局教育総務課 業務の円滑な遂行
・消耗品及び図書等の計画的整備 

・会計年度任用職員の任用及び事務補助

・消耗品や図書等の整備を計画的に実施した。 

・高校生通学支援事業の事務補助のため、会計年度任用職員２名を任用した。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

26 720 就学事務事業 教育局学務課
翌年度からの就学予定者を含め学齢児童生徒を

把握し、適切に義務教育諸学校へ就学させる。

学齢簿の編製、入学期日・学校指定の通知、学区外・区域外就学などの手続きを行

う。

指定学校就学のほか、学区外就学６９４件、区域外就学２１２件、指定学校変更

１９９件、私立学校・県立学校４６２件の申請を適切に判断・処理し、申請者や各

学校等へ速やかに結果を通知した。

また、令和７年度の新入学手続きについて、就学通知を配付し申請受付事務を適切に

実施するとともに、各学校との情報連携を随時行うことで円滑に進めることができた。

27 721 主体的・協働的な学びの推進 教育局学び推進課
児童生徒が能動的に協働しながら自ら問いを立て、

解決する力を身に付ける。

教科学習・つくばスタイル科等での探究的な課題解決学習を推進するとともに、そのため

の環境整備を目指す。

市が推進する「探究的な学び」や「子供に委ねる学び」を、児童の実態に合わせて工夫し

ながら効果的に展開される授業が増えた。一斉授業による画一的な学びではなく、個

別、双方向的な学びが学校現場に浸透してきた。

28 722 学校等適正配置事業 教育局学務課
幼児、児童、生徒への教育環境の整備や幼稚園及

び学校運営の充実等を図る。

５年ごとに「つくば市学校等適正配置計画・指針」の見直しを行うとともに、児童生徒数

推計の見直しを毎年度実施し、学校等の適正配置について検討・推進する。また、市の

各種施策の参考資料とする。

つくば市学区審議会の開催やパブリックコメントをとおして、令和６年度版のつくば市学校

等適正配置計画・指針を公布することができた。また、島名・香取台地区の人口増加に

対応するため、学区調整に関する学区審議会を別途開催し、令和１０年度に向けた

学区調整実施に関する答申を得ることができた。

その他、各施策の参考資料として、各学校等の児童数推計を独自に実施した。

29 723 スクールバス運行事業 教育局学務課
学校の統廃合に伴い、遠距離通学となった児童等

の送迎を行う。
スクールバスによる対象児童の送迎 統廃合に伴う遠距離児童の通学手段及び安全を確保することができた。

30 724 小学校臨時職学校管理員配置事業 教育局学務課

正職員の学校管理員が配置されていない小学校及

び義務教育学校（前期課程）の校内環境整備を

図る。

正職員の学校管理員が配置されていない小学校及び義務教育学校（前期課程）

に、会計年度任用職の学校管理員を配置する。

正職員が配置されていない小学校２９校及び義務教育学校３校に学校管理員を配

置したことで、校内の環境整備及び学校機能の充実を図ることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

31 727 小学校特別支援教育就学奨励事業 教育局学務課

学校教育法施行令第２２条の３に規定する障害

の程度に該当する児童の保護者又は特別支援学

級に在籍する児童の保護者の経済的な負担軽減

及び児童の就学奨励

世帯の所得額が生活保護基準の２．５倍未満の世帯に対し、学用品・通学用品購

入費、校外活動費、新入学学用品費、学校給食費、修学旅行費の一部を支給する。

２１６人認定し、認定児童の保護者へ援助したことで、経済的な負担を軽減すること

ができた。

32 728 小学校要保護等児童就学援助事業 教育局学務課 児童の就学に関する援助

世帯の所得額が、生活保護基準の１．５倍未満の申請者に対し、学用品費、通学

用品費、校外活動費、新入学学用品費、学校給食費、修学旅行費、体操服費、生

徒会費、ＰＴＡ会費、クラブ活動費、卒業アルバム代及び卒業記念写真代の一部また

は全額を支給する。

１，５２７人認定し、認定児童の保護者へ援助したことで、経済的な負担を軽減する

ことができた。 

令和６年度からの支給費目追加について、各学校と連携して円滑な処理を実施するこ

とができた。

33 729 小学校教材整備事業 教育局学務課

小学校及び義務教育学校（前期課程）におい

て、児童一人一人に応じたきめ細やかな学習指導を

展開する上で必要な教材を整備し、学習環境の充

実を図る。

小学校及び義務教育学校（前期課程）に予算を令達し、学校の実情に応じた教材や

図書備品等の整備を行う。

令和６年小学校教科書改訂に伴い、小学校及び義務教育学校（前期課程）に教

師用教科書や指導用教材を整備した。また、小学校及び義務教育学校（前期課

程）に適正な予算令達及び執行管理を行い、児童一人一人にきめ細かい学習指導を

展開する上で必要な教材を整備し、学習環境の充実を図ることができた。

34 730
小学校音楽会及び陸上記録会への

支援事業
教育局学務課

音楽会及び陸上記録会の会場までの移動手段を

支援する。

市内全校参加で行われる音楽会、陸上記録会に参加するために使用されるバスの賃借

料を支給する。

合唱フォーラム等に参加するに当たり、バスを借り上げたことで児童の会場への移動手段

を確保することができた。

35 731 小学校学校行事記念品購入事業 教育局学務課 教育活動の充実を図る。 卒業記念品等を購入する。
小学校及び義務教育学校（前期課程）に適正な予算令達及び執行管理を行い、卒

業記念品等を購入したことで、教育活動の充実を図ることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

36 732 小学校遠距離通学費補助事業 教育局学務課
経済的負担の軽減を図り、もって義務教育の円滑

な実施に資する。

４㎞以上の距離を通学している児童の保護者及び４㎞未満でバス、自転車で通学して

いる児童の保護者に対して、通学費を補助する。
対象児童に補助金を交付したことで、保護者の負担を軽減することができた。

37 733 小学校教育振興助成事業 教育局学務課 児童の通学時の安全確保、児童の学力の把握

小学校及び義務教育学校（前期課程）の在籍者で、自転車通学の児童に自転車

用ヘルメットを支給する。 

学力診断テスト用品等を購入する。

自転車通学用ヘルメットを支給したことで、通学時の安全確保に寄与した。また、学力診

断テスト用品等の購入費を適正に予算令達及び執行管理を行い、学校において授業に

対する習熟度を把握することができた。

38 734 中学校臨時職学校管理員配置事業 教育局学務課

正職員の学校管理員が配置されていない中学校及

び義務教育学校（後期課程）の校内環境整備を

図る。

正職員の学校管理員が配置されていない中学校及び義務教育学校（後期課程）

に、会計年度任用職の学校管理員を配置する。

正職員が配置されていない中学校１４校及び義務教育学校４校に学校管理員を配

置したことで、校内の環境整備及び学校機能の充実を図ることができた。

39 737 中学校特別支援教育就学奨励事業 教育局学務課

学校教育法施行令第２２条の３に規定する障害

の程度に該当する生徒の保護者又は特別支援学

級に在籍する生徒の保護者の経済的な負担軽減

及び生徒の就学奨励

世帯の所得額が生活保護基準の２．５倍未満の世帯に対し、学用品・通学用品購

入費、校外活動費、新入学学用品費、学校給食費、修学旅行費の一部を支給する。

１０１人認定し、認定児童の保護者へ援助したことで、経済的な負担を軽減すること

ができた。

40 738 中学校要保護等生徒就学援助事業 教育局学務課 生徒の就学に関する援助

世帯の所得額が、生活保護基準の１．５倍未満の申請者に対し、学用品費、通学

用品費、校外活動費、新入学学用品費、学校給食費、修学旅行費、体操服費、生

徒会費、ＰＴＡ会費、クラブ活動費、卒業アルバム代及び卒業記念写真代の一部また

は全額を支給する。

９６０人認定し、認定生徒の保護者へ援助したことで、経済的な負担を軽減すること

ができた。 

令和６年度からの支給費目追加について、各学校と連携して円滑な処理を実施するこ

とができた。



通し

番号

事業
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41 739 中学校教材整備事業 教育局学務課 学習環境の充実を図る。
中学校及び義務教育学校（後期課程）に予算を令達し、学校の実情に応じた教材や

図書備品等の整備を行う。

中学校及び義務教育学校（後期課程）に適正な予算令達及び執行管理を行い、生

徒一人一人にきめ細かい学習指導を展開する上で必要な教材を整備し学習環境の充

実を図ることができた。

42 740 中学校学校行事記念品購入事業 教育局学務課 教育活動の充実を図る。 卒業記念品等を購入する。
中学校及び義務教育学校（後期課程）に適正な予算令達及び執行管理を行い、卒

業記念品等を購入したことで、教育活動の充実を図ることができた。

43 741 中学校部活動等支援事業 教育局学務課
部活動の環境の整備及び大会会場までの移動手

段を支援する。

各部活動用具の購入。 

各種大会に参加するために使用されるバスの賃借料を支給する。

各部活動用具を購入するための予算令達や各種大会へ参加するに当たりバスを借り上

げたことで生徒の移動手段を確保することができ、部活動の円滑な推進や保護者の経済

的負担軽減に寄与した。

44 742 中学校遠距離通学費補助事業 教育局学務課
遠距離から通学する生徒の経済的負担の軽減を図

り、もって義務教育の円滑な実施に資する。
６㎞以上の距離を通学している生徒の保護者対して、通学費を補助する。 対象生徒に補助金を支給したことで、保護者の負担を軽減することができた。

45 743 中学校教育振興助成事業 教育局学務課 生徒の通学時の安全確保、生徒の学力把握

中学生及び義務教育学校（後期課程）の在籍者で自転車通学の生徒に自転車用

ヘルメットを支給する。 

学力診断テスト用品等を購入する。

自転車通学用ヘルメットを支給したことで、通学時の安全確保に寄与した。学力診断テ

スト用品等の購入費を適正に予算令達及び執行管理を行い、学校において授業に対

する習熟度を把握することができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

46 746 幼稚園通園バス運行事業 教育局学務課 園児の安全確保と保護者の負担軽減を図る。 通園バスの運行（市立幼稚園１５園のうち、８園で実施）
市立幼稚園のうち８園でバスを運行したことで、園児の登降園時の安全を確保すること

ができた。

47 747 幼稚園教職員研修事業 教育局学務課
教職員の資質向上を図るとともに、状況に対応でき

る幼児教育及び手法を習得する。

幼稚園教諭の各種研修会への参加 

夏期講習会及び研修会への参加、県主催研修への参加 

つくば市総合研究会が実施する特別支援関係研修及び論文発表会への参加

研究会や協議会へ参加したことで、幼稚園教諭としての資質向上を図ることができた。

48 748 幼児教育振興事業 教育局学務課 地域に根ざした公立幼稚園の実現を図る。 幼稚園で実施する行事等の経費を負担する。
幼稚園で行事等を実施するための適正な予算令達及び執行管理を行い、幼児教育の

振興を図ることができた。

49 750 学校施設台帳加除事業 教育局教育施設課
公立学校施設の現状を把握し、施設設備の促進に

資する。

公立小学校、中学校、幼稚園並びに学校給食共同調理場ごとに学校施設台帳を作

成する。

台帳には、当該学校の用に供される建物、建物以外の工作物、土地及び児童等の数、

その他必要な事項を登載する。

施設の実態を把握することで、来年度以降の教育施設整備計画を作成することができ

た。

50 751 小学校施設工事・修繕事業 教育局教育施設課 施設環境の向上を図る。 各学校の状況に応じ施設の修繕工事や防犯対策等を行う。 各小学校の修繕工事等を実施したことで教育環境の改善を図ることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

51 752
小学校教育環境整備工事トイレ改

修事業
教育局教育施設課 安全で安心できる教育環境の創出を図る。 劣化が著しいトイレについて、バリアフリー化、便器の洋式化等の全体的な改修を行う。

松代小学校、谷田部南小学校でトイレ改修を行ったことで、衛生的な教育環境を確保

することができた。

52 753 小学校管理備品購入・修繕事業 教育局教育施設課
児童生徒用の机椅子等の管理備品を整備し教育

環境の充実を図る。
学校規模に配慮しながら運営上必要となる管理備品を整備する。

学校運営に必要となる管理備品などを整備し教育環境の充実を図ることができた。 

（１）管理備品の修繕を行った。 

（２）学校管理備品（机・椅子・棚等）を購入（市内全ての小学校及び義務教育

学校前期課程全３６校）した。

53 754 小学校施設償還金返済事業 教育局教育施設課 都市再生機構の立替施行による償還金の返済
都市再生機構の立替施行による償還金を返済する。 

対象：東小学校　ほか１校

都市再生機構からの請求に対し、支払いを円滑に行った。 

対象校：東小、大曽根小

54 755 小学校施設開放事業 教育局教育施設課

地域住民等に幅広く活動の場を提供するとともに、

学校と地域との連携を進めやすい環境作りに努め

る。

つくば市における社会体育の振興を図るため、教育局所管に属する学校施設及び設備

を学校教育に支障のない範囲で定期的・継続的に、市民の使用のため提供する。

研究学園小学校、香取台小学校の施設を新たに追加し、活動団体に対して、活動の

場を提供することで、社会体育の振興を図ることができた。※田水山小学校廃止

55 756 小学校施設管理委託事業 教育局教育施設課 学校施設の安全性確保、教育環境の向上

法令等に基づく各種検査及び施設衛生管理に必要な委託等の実施

施設機械警備及び夜間隔日巡回警備、電気工作物の定期点検（隔月）、消防整

備点検、浄化槽点検、特殊定期建物調査及び附帯設備点検、飲料水保守点検、

プール保守点検、カーペット清掃、貯水槽清掃　他

学校施設の安全を確保するとともに、適切な維持管理を行ったことで、教育環境の向上

を図ることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

56 757 小学校用地借上げ事業 教育局教育施設課 学校教育環境の向上を図る。

小学校９校　３０筆　　合計借上げ面積：３０，４２８．０７㎡（前野小学校、

栄小学校、北条小学校、谷田部小学校、島名小学校、柳橋小学校、大曽根小学

校、吉沼小学校、秀峰筑波義務教育学校）

学校用地を賃借することにより、学校運営を円滑に進めることができた。

57 758 小学校教材備品購入・修繕事業 教育局教育施設課 教育環境の充実を図る。 学校規模に配慮しながら教育に必要な教材備品を計画的に整備する。

学校運営に必要となる教材備品を整備し教育環境の充実を図ることができた。

（１）教材備品の修繕を行った。

（２）各小学校の教材備品（理科・算数・体育教材等）を購入（市内全ての小学

校及び義務教育学校前期課程全３６校）した。

58 760 小学校建設事業 教育局教育施設課 小学校の教室不足を解消する。
小学校校舎増築及び各教室の改修工事等を実施するにあたり、学校との連絡、調整を

行う。

新規の増築はなし。

当初予定していた要小学校校舎増築については、入札不調となってしまったため、令和

７年度に事業を実施する予定。

リース会社からの請求に対し、支払いを行い、学校運営を円滑に進めることができた。

59 761 中学校施設工事・修繕事業 教育局教育施設課 施設環境の向上を図る。 各学校の状況に応じ施設の修繕工事や雨漏り、給排水等の漏水修繕を行う。 各中学校の修繕工事等を実施したことで教育環境の改善を図ることができた。

60 764 中学校管理備品購入・修繕事業 教育局教育施設課 教育環境の充実を図る。 学校運営の円滑化及び学校教育の充実のため、管理備品を整備する。

学校運営に必要となる管理備品などを整備し教育環境の充実を図ることができた。 

（１）管理備品の修繕を行った。 

（２）学校管理備品（机・椅子・棚等）を購入（市内全ての中学校及び義務教育

学校後期課程全１８校）した。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

61 765 中学校施設償還金返済事業 教育局教育施設課
都市再生機構の立替施行による償還金を返済す

る。

都市再生機構の立替施行による償還金を返済する。 

対象　谷田部東中学校　ほか１校

都市再生機構からの請求に対し、支払いを円滑に行った。 

対象校：谷田部東中設計（２期）、谷田部東中増築（２期）、手代木中増築設

計、手代木中増築

62 766 中学校施設開放事業 教育局教育施設課

地域住民等に幅広く活動の場を提供するとともに、

学校と地域との連携を進めやすい環境作りに努め

る。

つくば市における社会体育の振興を図るため、教育委員会所管に属する学校施設及び

設備を学校教育に支障のない範囲で定期的・継続的に、市民の使用のため提供する。

研究学園中学校の施設を新たに追加し、活動団体に対して、活動の場を提供すること

で、社会体育の振興を図ることができた。

63 767 中学校施設管理委託事業 教育局教育施設課 学校施設の安全性確保、教育環境の向上

法令等に基づく各種検査及び施設衛生管理に必要な委託等の実施

施設機械警備及び夜間隔日巡回警備、電気工作物の定期点検（隔月）、消防整

備点検、浄化槽点検、特殊定期建物調査及び附帯設備点検、飲料水保守点検、

プール保守点検、カーペット清掃　、貯水槽清掃　他

学校施設の安全を確保するとともに、適切な維持管理を行ったことで、教育環境の向上

を図ることができた。

64 768 中学校用地借上げ事業 教育局教育施設課 学校教育環境の向上を図る。
中学校５校　１２筆　合計借上げ面積：２０，６０７．８９㎡（桜中学校、高

山中学校、茎崎中学校、高崎中学校、秀峰筑波義務教育学校）
学校用地を賃借することにより、学校運営を円滑に進めることができた。

65 769 中学校教材備品購入・修繕事業 教育局教育施設課 学校運営を円滑にし、学校教育の向上を図る。 学校教育に必要となる教材備品を計画的に整備する。

学校運営に必要となる教材備品を整備し教育環境の充実を図ることができた。

（１）教材備品の修繕を行った。

（２）各中学校の教材備品（理科・数学・体育教材等）を購入（市内全ての中学

校及び義務教育学校後期課程全１８校）した。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

66 771 中学校建設事業 教育局教育施設課 中学校の教室不足を解消する。
中学校校舎増築及び各教室の改修工事等を、学校との連絡、調整を円滑に行いなが

ら実情に即した事業を進める。

高山中学校部室倉庫を新設したほか、リース会社からの請求に対して、支払いを行い、

学校運営を円滑に進めることができた。

67 772 幼稚園施設工事・修繕事業 教育局教育施設課
工事原価の適正化及び的確な修繕工事を行い、

施設環境の向上を図る。

施設を適切に管理するため、修繕・塗装・土木工事などを行うとともに、入札工事につい

ては適切な工事費を設定するために設計委託を計上する。
各幼稚園の修繕工事等を実施したことで教育環境の改善を図ることができた。

68 773
幼稚園教育環境整備工事トイレ改

修事業
教育局教育施設課 安全で安心できる教育環境の改善を図る。

劣化が著しいトイレについて、バリアフリー化、便器の乾式・洋式化等の全体的な改修を

行う。

東幼稚園、松代幼稚園でトイレ改修工事を行ったことで、衛生的な教育環境を確保す

ることができた。

69 774 幼稚園施設管理委託事業 教育局教育施設課 幼稚園施設の安全性確保、教育環境の向上

法令等に基づく各種検査及び施設衛生管理に必要な委託等の実施 

施設機械警備及び夜間隔日巡回警備、電気工作物の定期点検（隔月） 

消防整備点検、浄化槽点検、特殊定期建物調査及び附帯設備点検、カーペット清

掃、貯水槽清掃　他

各幼稚園の適切な維持管理を行ったことで、教育環境の向上を図ることができた。

70 775 幼稚園用地借上げ事業 教育局教育施設課 学校教育環境の向上を図る。
幼稚園２園　３筆　合計借上げ面積：１，１２３㎡（高崎幼稚園、大穂幼稚

園）
用地を賃借することにより、幼稚園運営を円滑に進めることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

71 776 幼稚園施設償還金返済事業 教育局教育施設課 教育環境の充実を図る。
都市再生機構の立替施行による償還金を返済する。 

対象　東幼稚園　ほか１園

都市再生機構からの請求に対して、円滑に支払いを行った。 

対象：東幼稚園、松代幼稚園

72 777 幼稚園管理備品購入・修繕事業 教育局教育施設課
幼稚園運営の効率化及び幼稚園教育の充実を図

る。

幼稚園教育に必要となる備品を整備することにより、幼稚園運営の効率化及び幼稚園

教育の充実を図る。
幼稚園運営に必要となる管理備品などを整備し教育環境の充実を図ることができた。

73 779 小学校学校保健管理事業 教育局健康教育課 児童の健康の保持増進を図る。

各学校に学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を配置し、児童の健康管理や学校衛

生の管理に努める。 

学校飲料水等の安全確保と水質保全のため必要な水質検査を実施する。 

学校管理下における児童の災害に対して、その保護者に対する災害共済給付金の請求

等の手続きを行う。

必要な健康診断を実施し児童の健康の保持増進を図ることができた。また、水質検査を

実施し学校教育環境の維持を図ることができた。

74 780 幼稚園保健管理事業 教育局健康教育課
園児の健康の保持増進及び幼稚園教育の円滑な

実施を図る。

各幼稚園に幼稚園医、幼稚園歯科医及び幼稚園薬剤師を配置し、園児の健康管理

や幼稚園環境衛生の管理に努める。

幼稚園飲料水等の安全確保と水質保全のため、必要な水質検査を実施する。

幼稚園管理下における園児の災害に対して、その保護者に対する災害共済給付金の請

求等の手続きを行う。

必要な健康診断を実施し、園児の健康の保持増進を図ることができた。また、水質検査

を実施し教育環境の維持を図ることができた。

75 781 就学時健康診断事業 教育局健康教育課 就学予定児童の円滑な就学を図る。
学校保健安全法の規定に基づき、市内に住所を有する翌年度就学予定児童に対し、

就学時健康診断を実施する。

学校保健安全法の規定に基づき、就学予定者に対して健康診断を行うことで、就学予

定者の状況を把握し、保健上必要な助言や適切な就学を図ることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

76 782 幼・小・中学校定期健康診断事業 教育局健康教育課
園児・児童・生徒及び教職員の健康の保持増進を

図る。

尿検査の実施（全児童・生徒・園児）、寄生虫検査の実施（全園児）心臓病検診

（１年生、４年生及び７年生）、結核精密検査（該当者）教職員定期健康診断

（該当者）、運動器検診の実施（全児童・生徒）

各種検診を実施し、児童生徒等の健康の保持増進を図ることができた。

77 783 学校施設衛生管理事業 教育局健康教育課 学校施設の衛生的な環境の確保を図る。

建築物における衛生的環境の確保に関する法律で定める特定建築物（８，０００

㎡）に該当する学校施設について、厚生労働省令で定める「建築物環境衛生管理基

準」で必要な管理を実施する。

「建築物環境衛生管理基準」で定める必要な管理を実施し、学校施設の衛生環境の

維持向上を図ることができた。

78 784 教職員安全衛生管理事業 教育局健康教育課
教職員の安全及び健康を確保するとともに、快適な

職場環境の形成を促進する。

義務教育学校４校に学校衛生委員会を設置する。 

産業医、衛生管理者による学校内の巡視。 

教職員の長時間労働やメンタルヘルス対策のため産業医を配置する。 

教職員へのストレスチェックを実施する。

必要な健康診断を実施し、疾病異常の早期発見に努め、教職員の健康の保持増進を

図ることができた。　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 

79 785 給食センター運営審議会事務 教育局健康教育課
給食センター運営の重要事項を審議・助言し、円滑

な運営を図る。
学校給食の運営に関する重要事項について運営審議会を開催し審議する。

（仮称）つくば市茎崎給食レストラン整備基本計画について諮問し、答申をいただくこと

ができた。また、（仮称）新桜学校給食センター整備事業の進捗状況やつくば市の学

校給食における地産地消推進ガイドラインの改訂について報告することができた。

80 786 給食センター管理事業 教育局健康教育課 安全な学校給食を提供する。

建物の法的な点検、害虫駆除やボイラー等の日常点検を行う。

厨房備品及び施設修繕を行う。

筑波学校給食センター、すこやか給食センター豊里、ほがらか給食センター谷田部につい

ては調理業務を委託する。

給食施設や厨房備品等を修繕し、調理業務委託及び施設管理業務委託を行い、円

滑に給食を提供することができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

81 789 学校給食食物アレルギー対応事業 教育局健康教育課 児童生徒の安全な学校生活

事故防止に努めるとともに、緊急時に迅速に対応できるよう学校、保護者、教育局で連

携を図る。 

個別面談を実施するなどして、学校生活における食物アレルギー事故を防止することがで

きた。エピペン講習会やアレルギー研修会を実施し、教職員等のアレルギー対応に関する

知識向上を図った。「つくば市学校給食食物アレルギー対応マニュアル」を改訂し、管理

体制の安全性を高めた。管理指導対象者へ配付する献立明細書及び配合表をｗｅ

ｂ掲載とし、保護者の利便性向上と教職員の事務負担を軽減した。

82 790 給食配送業務事業 教育局健康教育課
各給食センターで調理した給食を各学校・幼稚園へ

確実に配送する。
各学校・幼稚園への給食の配送（業務委託） 新設校の開校や配送校の変更があったが、円滑に業務を実施することができた。

83 793 協働的な遊びや様々な体験の充実 教育局学び推進課

子どもたちの資質・能力や非認知能力を育むための

研修を通して、保育者の指導力や専門性を高める。

幼保小の架け橋プログラムをとおして幼保小の円滑

な接続や連携の充実を図る。

子どもの非認知能力を向上させる研修を実施し「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」

を意識した保育法について知見を深める。

幼保小の交流を計画的に実施し異年齢との関わりを通して様々な体験活動の充実を図

る。

アプローチ、スタートカリキュラムを通して円滑な幼保小の接続や幼保小の情報交換の充

実を図る。

学びの推進訪問時に、異学齢交流の在り方や環境構成・支援の工夫について指導・助

言し、幼児期の終わりまでに育ってほしい姿や非認知能力の育成を推進した。学び推進

訪問時の幼稚園の保育を小中学校の教員が参観する学園も増加する等、指導方法の

共有を図り幼保小の連携を深めた。

84 794 中学校学校保健管理事業 教育局健康教育課 生徒の健康の保持増進を図る。

各学校に学校医、学校歯科医及び学校薬剤師を配置し、生徒の健康管理や学校環

境衛生の管理に努める。 

学校飲料水等の安全確保と水質保全のため、必要な水質検査を実施する。 

学校管理下における生徒の災害に対して、その保護者に対する災害共済給付金の請求

等の手続きを行う。

必要な健康診断を実施し児童の健康の保持増進を図ることができた。また、水質検査を

実施し学校教育環境の維持を図ることができた。

85 795 研究指定校支援事業 教育局学び推進課
指導法や教材の開発、教職員の資質の向上を図

り、児童生徒の学力を向上させる。

市教育局で教育研究のモデル校を指定し、指導法や教材の研究開発に対し指導・助

言をする。

桜学園、豊里学園で１１月に研究発表会を実施した。２年間の研究の取組について、

市全体から参観者を招いて、探究的な学びの実践的な研修の機会となった。

また、竹園学園、みどりの学園義務教育学校を、新たに研究指定校とし、令和７年度の

研究発表に向けて研究に取り組んでいる。



通し

番号

事業

番号
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86 796 教職員の各種研修事業 教育局学び推進課
教職員の資質及び指導力の向上を図り、児童生徒

の学力向上を目指す。

つくばの学び研究発表会を開催 

市教育局主催の各種研修講座に講師を招き、研修を実施 

先進的な取組をしている自治体や文部科学省主催の研修会等への視察研修を実施

つくばの学び研究発表会を開催し、子供を主語にした探究的な授業について共有した。

市教育局主催の各種研修講座に講師を招き、研修を実施し、教職員の授業力向上に

つなげた。

先進的な取組をしている自治体や文部科学省主催の研修会等への視察研修を実施

し、他自治体の取組等を共有した。

87 797 つくば市サイエンスキッズリーグ事業 教育局学び推進課

児童生徒の理科教育・科学教育への興味関心を

高め、国際的な科学オリンピック等にも積極的に参

加し活躍できる人材を育成する。

科学について市内児童生徒が１チーム３人のチーム戦で筆記による共通課題へ取り組

み、決勝リーグで実験実技の競技（サイエンスキッズリーグ）を開催する。

児童生徒の理科教育・科学教育への興味・関心を高め、「科学の甲子園」や国際的な

科学オリンピック等にも積極的に参加する。

今年度は、市内小中学生１４７名（小学生１０５名、中学生４２名）が予選会

に参加し、科学に関する様々な問題にチームで取り組み、協働する大切さ、科学のおもし

ろさや楽しさを体験することができた。

88 799 学習指導助言事業 教育局学び推進課 教職員の資質の向上を図る。
各学園学校の実態と発達段階に応じ、各教科領域の指導目標を達成するために効果

的な指導方法について共に考え、適切に助言する。

継続的な伴走支援を行うつくばの学び推進訪問を計画的に実施できた。また、学校から

の個別課題に関する相談を受け訪問支援する要請訪問も実施した。児童生徒の自己

決定による自律的な学びや校内での共同立案による授業づくりの実施などに重点を置い

た訪問指導を実施し、教育大綱の理念実現のための授業改善が図れた。

89 800 学校教育指導方針の作成事務 教育局学び推進課
つくば市の教育方針について、市の教職員や視察者

に示す。
つくばの学び推進方針を作成する。

つくば市教育大綱、つくば市教育振興基本計画等に基づき、つくば市の教育における重

点項目について再構成を行うとともに、つくば市としての教育の方針であることを示すため、

名称を「つくばの学び推進方針」と改めた。

「探究的な学び」についての内容を増やし、授業づくりに役立つようにした。

90 801 研究奨励助成事業 教育局学び推進課
主体的で先進的な取組の学校を支援することで、

市内学校の教育力の向上を図る。

自主的・組織的に研究に取り組もうとする学校に研究奨励費を助成し、研究の支援を

行う。

竹園東幼稚園、竹園西小学校、二の宮小学校、研究学園中学校の４校に研究奨励

費を助成した。教えから学びへ、管理から自己決定へ、非認知能力の再認識等をテーマ

として、各幼稚園、各学校の課題の解決に向けた研究を実践し、教育力の向上を図っ

た。



通し
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91 802 小中一貫教育推進事業 教育局学び推進課 子供の成長の連続性の保障を実現する。 効果的な経営・運営方法や学習・生徒指導等について、適切に助言する。

本年度は、主体的に学び、表現する力を高める指導の在り方についてキャリア教育の視

点を取り入れた研究を豊里学園で、また、自ら学ぶ意欲をもち、考えを深め合う児童生

徒の育成について課題設定と単元構成を工夫する研究を桜学園で行い、それぞれの特

色を生かした小中一貫教育の成果を市内全小中学校、義務教育学校で共有した。ま

た、個別最適な学びや協働的な学びを展開することができた。

92 803
弁護士によるいじめ防止授業実施事

業
教育局学び推進課

いじめ行為が及ぼす影響を児童生徒が理解し、いじ

めを起こさない学級・学年・学校づくりに資する。

法の専門家である弁護士から、原則学級に対して１人の弁護士を依頼し、専門的視点

からのいじめ防止のための授業を行う。

前年度の実施授業数から４コマ増の４４コマの授業を実施した。授業後の児童生徒ア

ンケートで「いじめ問題に真剣に向き合うことができた」などの感想が多数寄せられ、弁護

士がいじめの法的な側面や加害・被害の心理を具体的に伝えることで、児童生徒がいじ

めを深く考える機会となった。

93 804 学校生活総合質問調査委託事業 教育局学び推進課

調査をとおして、支援を必要とする児童生徒の状況

を把握し、学級経営等に活用する。 

また、結果については、各学校から保護者や児童生

徒にも面談等で伝え、今後の支援体制を共有する。

市内各学校の４年生～９年生を対象に質問紙方式による学校生活状況・意識調査

を実施するとともに、包括的に調査・分析実施する。

市全体の把握は教育局で行い、各学校における学級・学年の状況分析や、支援が必

要な児童生徒の把握・支援等については学校が行う。

児童生徒一人一人の実態把握に役立てるとともに、面談等で保護者等と共有すること

ができた。 

今後も学級・学年経営や生徒指導における個別支援に役立てる期待ができる。

94 805 国際理解教育推進事業 教育局学び推進課 異なる文化や考え方を尊重する態度を育む。

日本語学習支援においては、日本語の理解が十分でない児童生徒が学習や生活に支

障がなく適応できるようにするための支援が必要である。

また、国際理解集会については、児童生徒の多文化理解を促進するために、各学校また

は学園単位で国際理解集会等を実施し、外国の文化や考え方に体験的に触れる機会

を設けている。

国際都市推進課の講師派遣や、ワールドキャラバン派遣を活用するなど、各学校の実態

に応じた創意工夫ある集会を実施することができた。複数学年にまたがって開催するなど、

多くの児童が集会に参加できる取り組みも見られた。

日本語学習支援員や日本語学習支援ボランティアにより、より多くの日本語学習の支援

ができた。

95 806 つくば科学出前レクチャー事業 教育局生涯学習推進課

最先端科学技術都市としての特性をいかし、大学や

研究機関等の協力を得て、科学教育の推進を図

る。

学校等の希望により、事前に登録した研究機関の研究員等と連絡調整し、現役研究

員等を専門テーマの講師として派遣する。

学校長会での周知活動等の手段や学校への広報回数等の面で積極的な広報活動を

展開した結果、令和６年度は実施回数が４５回となり、前年度と比較して参加者数を

大幅に増やすことができた。



通し
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96 807 つくばちびっ子博士事業 教育局生涯学習推進課

最先端科学技術都市としての特性を生かし、大学

や研究機関の協力を得て、子どもたちに科学技術に

触れる機会を提供し、楽しみながら科学への興味や

関心を高めさせる。

市内の協力研究機関等を見学するか、ホームページから動画を視聴し、確認クイズの正

解を記入する。

夏休み期間終了後、結果に応じて最優秀ちびっ子博士・優秀ちびっ子博士・ちびっ子博

士に認定し、記念品を授与する。対象者は、全国の小中学生。令和６年度よりメインコ

ンテンツをデジタル化する。

・全国の児童生徒を対象とした「つくばちびっ子博士２０２４デジタルワールド」事業を実

施。児童生徒が所持する学習者用端末等で参加し、現地掲出物や動画で出題される

クイズに答える形態をとった。

・現地見学者数５０，８３２人、パスポート提出者数１，６７２人、デジタルワール

ド参加者数２，５４２人。

・デジタルワールドの利用データを活用し、モデル校において出前授業や現地見学を展開

した。

97 808 つくば科学フェステイバル事業 教育局生涯学習推進課

青少年を対象に科学の楽しさや不思議などを体験

することにより、楽しみながら科学や理科への興味・

関心を高めてもらう。

市内の各学校、高校、大学、研究機関等がつくばカピオを会場に科学実験や科学工作

教室などを出展。主に青少年を対象に科学の楽しさや不思議などを体験してもらい、楽し

みながら科学や理科への興味・関心を高めさせるイベントを開催する。令和４年度以

降、隔年度の開催とする。

２年ぶりの開催であったが、多くの研究機関や学校、団体の協力により３９のブースを設

置して、盛大に開催することができた。

従来職員が行っていた資料の作成や記念品配布の一部を出展団体に依頼することによ

り、事務の効率化を図ることができた。

98 810 つくば未来塾事業 教育局生涯学習推進課 生徒の学力向上及び学習習慣の定着
大学生（筑波大学及び近隣地域の大学と連携）及び地域ボランティアを市内全中学

校及び義務教育学校（後期課程）へ派遣し、生徒の学習支援を行う。

学校との情報共有を適切に行いながら、目標値以上の実施延べ時間数を達成すること

ができた。質的な部分においても、生徒、学習チューター・教職員に対して実施するアン

ケートにおいて高い満足度を得ることができた。

99 811
学校司書配置事業（旧名称：学校

図書館司書教諭補助員配置事業）
教育局学び推進課

児童生徒の学校図書館利用や読書活動の活発化

を図る。

司書教諭は、学級担任や教科担当と兼務であるため、学校司書を配置し、児童の読書

環境を整えていく。 

学校司書の主な業務は、貸出、選書、整備等である。

教員と連携して各教科の学習内容に合わせた図書資料の提供や授業での活用方法の

提案などを行い、より効果的な授業展開が可能となった。また、選書やブックトークなどを

通して、児童生徒が様々なジャンルの本に出会う機会が増え、読書の質が向上した。ま

た、オンラインツール（Ｔｅａｍｓ）を活用して、各校の取組や課題の共有がより円滑

に行えるようにした。

100 812 理科支援員等配置事業 教育局学び推進課

小学校及び義務教育学校前期課程の理科教育の

活性化及び一層の充実を図るとともに、小学校及び

義務教育学校教員の理科指導力の向上を図る。

研究者や教員のＯＢなど理科が得意な人材（理科支援員）を小学校及び義務教育

学校に派遣（５、６年生における理科授業の観察・実験等の準備、実施支援、後片

付け等の支援を行う。）

１日３時間１学級につき３５時間、１７５学級（小学校３２校と義務教育学校４

校の理科支援員３６人）で実施。

観察・実験の準備や片付け、理科室や理科準備室の環境整備を充実して行うことがで

きた。教員と支援員の協力により、理科授業における観察・実験を行うことができ、活動

を充実させ、学習内容の定着を図ることができた。
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101 813 派遣指導主事の配置事業 教育局学び推進課

市の学校教育における諸問題の調査・研究、教職

員の研修、教育情報の収集や学校・地域への発

信、教育相談、各学校や園への指導・助言を組織

的に推進し、市の学校教育の一層の充実と振興を

図る。

学び推進課に派遣指導主事（総合教育研究所・教育相談センター・特別支援教育推

進室兼務を含む。）を配置し、学校運営の指導や各教科の指導・研究及び科学教育

事業等を行う。

学校生活での不安や悩みなど、教育上生じる様々なことについての児童生徒・保護者か

らの相談に対応する。

つくばの学び推進方針に基づくつくばの学び推進訪問をはじめとした、学校及び幼稚園へ

の各種訪問により、教職員の資質向上に向けた指導助言が実施できた。

102 814 学校教育指導員の配置事業 教育局学び推進課
学校教育指導員を配置し、学校教育及び幼稚園

教育の充実及び振興を図る。

教員からの学校運営に関する相談や保護者からの学校への要望等に対し、迅速かつ的

確なアドバイス等ができるように、専門的な知識をもつ「学校教育指導員」を任用する。

学校訪問を実施し、学校経営、学級経営に関する相談や保護者、児童生徒への対応

について、的確にアドバイスを行った。また、学校に定期的に訪問することにより、児童生

徒及び教職員が相談しやすい関係を築くことができた。

103 815
特別支援教育支援員配置事業（学

校）

教育局特別支援教育推

進室
一人一人の教育的ニーズに応じた適切な支援

特別な配慮や支援を必要とする児童・生徒の安全を確保するとともに、一人一人の教育

的ニーズに応じ適切な支援を行うことを目的として、当該児童・生徒が在籍する公立小

中学校・義務教育学校に会計年度任用職員（特別支援教育支援員）を配置する。

令和６年度末までに１７４人の特別支援教育支援員を市内４３校に配置し、児童

生徒一人一人のニーズに応じた適切な指導・支援を行うことができた。

104 816
特別支援教育支援員配置事業（幼

稚園）

教育局特別支援教育推

進室
一人一人の教育的ニーズに応じた適切な支援

特別な配慮や支援を必要とする幼児の安全を確保するとともに、一人一人の教育的ニー

ズに応じ適切な支援を行うことを目的として、当該幼児が在籍する公立幼稚園に会計年

度任用職員（特別支援教育支援員）を配置する。

令和６年度末までに、市内全園１５園に４８人の特別支援教育支援員を配置し、

幼児一人一人のニーズに応じた適切な支援を行うことができた。

105 817 特別支援教育教職員研修会事業
教育局特別支援教育推

進室

教職員の発達障害に関する理解促進、特別支援

学級等における授業の質の向上

各園・校に所属する管理職、特別支援教育コーディネーター、特別支援学級担任教

諭、特別支援教育支援員等を対象に、特別支援教育や発達障害等に関する研修会・

協議会を開催する。

特別支援教育に関するニーズの高まりを受け、対象者に応じて研修内容を検討し、専門

的な知識をもった人材も活用しながら研修を実施することができた。理論研修だけでなく、

専門的教員養成研修を実施することで、合理的配慮や、日々の支援につなげることがで

きた。
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106 818 教育相談事業 教育局教育相談センター

社会的自立の援助や教育機会を確保、教育上の

諸問題に対する解決の方向性を示し、事態の拡大

や深刻化を未然に防止する

・市内在住の幼稚園児や小中義務教育学校児童生徒及びその保護者や教職員を対

象に電話及び面接相談を実施する。

・希望する児童生徒に「つくしの広場」による支援を行う。

・学校生活相談員、スクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーを学校に配置し、児

童生徒及び保護者への悩み相談、環境改善や関係機関との連携を通して、問題の解

決を目指す。

・相談内容が近年複雑化しているが、関係機関と連絡を密にし、丁寧な対応を行った。

・教育支援センター「つくしの広場」については、入級している児童生徒が希望する様々な

活動を通して、他と関わることや学習する機会を与えることができた。

・ＳＣ、ＳＳＷ及び学校生活相談員についても、適宜学校に配置することができた。

107 823
つくば市教育相談センター維持管理

事業
教育局教育相談センター

利用者が快適な環境のもとで安心して相談や活動

ができるようにする。

施設の補修及び維持管理 

清掃や警備委託等 

必要となる備品等の購入、管理、借用

・施設の利用者が快適な環境の下で、安心して相談や活動を行えた。 

・新たな教育支援施設「ひだまり広場」の設置に向け、整備を行った。

108 824 情報教育振興事業 教育局総合教育研究所
児童生徒の情報活用能力の育成を図るとともに、本

市全体の情報教育の水準向上を目指す。

各学校に勤務する教職員の中から学校ＩＣＴ教育推進委員を５０名選出し、定期

的に研修会を開催する。総合教育研究所職員及び学校ＩＣＴ教育推進委員が、文

部科学省等が開催する外部研修会への参加を通じ、他自治体の状況等に関する見識

を深めるとともに、本市からの外部発信も併せて実施する。

学校ＩＣＴ教育推進委員に向けた研修を開催しＩＣＴ教育の推進を図った。プログラ

ミング学習・生成ＡＩ活用の手引等を作成し、各学校に配付し、成果を教育現場に還

元した。学習者用端末の標準仕様に含まれている汎用的なソフトウェアとクラウド環境を

活用し、個別最適な学びと協働的な学びの一体的な充実や校務ＤＸを推進するため

に、研究学園小学校と学園の森義務教育学校を指定校として研究を重ねた。

109 825
小中学校プレゼンテーションコンテスト

事業
教育局総合教育研究所

児童生徒の発信力や表現力の向上を図るとともに、

「つくば２１世紀型能力」を広く周知する。

児童生徒のつくばスタイル科等での学習成果について、スタディノート及び電子黒板を使

用したプレゼンテーションコンテストを開催する。校内審査を経て選出された学校代表作

品の中から市長賞及び教育長賞を選び、発表会を開催する。

プレゼンテーションコンテストを開催し、児童生徒のＩＣＴ活用能力、表現力及び発信

力の向上を図った。 

受賞作品を紹介することで、児童生徒の学習成果を広く周知した。

110 826
ＩＣＴ機器・ネットワーク・ホームペー

ジの維持管理事業
教育局総合教育研究所

学校現場におけるＩＣＴ機器の利活用環境を維

持し、業務の効率化を図る。

つくば市教育局ホームページの維持管理を行う。 

学校現場で運用されるネットワーク機器、コンピュータ端末等に関するヘルプデスク機能を

担う。

学校ＩＣＴ支援員の学校訪問を３地域のブロック制を導入したことにより、学校現場に

おける情報端末及び通信トラブル等の技術支援について、学校ＩＣＴ指導員等が迅

速かつ効果的に支援を実施することができた。学校現場におけるＩＣＴ機器・アプリケー

ション等の設定作業をサポートするＩＣＴ支援員１４人を採用した。



通し
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111 827 ＳＤＧｓシールコンテスト事業 教育局総合教育研究所
ＳＤＧｓの理念を児童生徒、保護者、地域等に

向けて周知していく。

児童生徒がＳＤＧｓの１７の視点をテーマに作成したシールデザイン作品及びアニメー

ション作品のコンテストを開催し、優れた作品の表彰及び学校内外で掲示する。

児童生徒がＳＤＧｓの１７の視点をテーマに、学習者用端末を活用し、意識啓発の

ために作成したシールデザイン作品及びアニメーション作品について、ＳＤＧｓシール・アニ

メコンテストを開催した。受賞作品について、広く公開したことにより、児童生徒のＳＤＧ

ｓの理念を広く周知した。

112 828 つくばスタイル科の振興事業 教育局総合教育研究所
各学園において本市独自の教科である「つくばスタイ

ル科」の取組が円滑なものとなるよう支援する。

各学校に勤務する教職員の中から「つくばスタイル科ワーキンググループ」を編成し、つくば

スタイル科単元プランの作成・見直しを実施する。

つくばスタイル科ワーキンググループ研修会を開催し、つくばスタイル科の方向性及び単元

プランの見直しを図った。つくばスタイル科単元プラン集の印刷及び各学校への配付、つく

ばスタイル科実践事例の共有等を通じて、つくばスタイル科の円滑な取り組みへの支援を

実施した。

113 829
教員のＩＣＴ活用指導力向上研修

事業
教育局総合教育研究所

ＩＣＴ機器を活用した授業力や実践力の向上を

図る。

各学校に勤務する教職員の中から選出されたＩＣＴ担当の教職員を対象に、ＩＣＴ

機器の効果的な活用のための悉皆研修を実施する。併せて、各学校からの要請に応じ、

情報担当指導主事及び学校ＩＣＴ指導員等の訪問等による研修を実施する。

各学校のＩＣＴ担当の教職員を対象に、ＩＣＴ機器の効果的な活用のための悉皆

研修、情報担当指導主事及び学校ＩＣＴ指導員による訪問研修を実施したことで、

各学校の教職員のＩＣＴ機器を活用した授業力及び実践力の向上を図った。

114 830 教職員研修補助事業 教育局総合教育研究所 教職員の資質向上及び専門的知識を養う。

教職員が職務に関連する資質向上及び専門的知識を養うことを目的として開催される

研修会への参加に必要な経費（受講料や参加費、図書等購入費）について、予算の

範囲内で補助金として支援する。

職務命令によらない外部研修会（オンライン型研修会等を含む）への参加に要する経

費を補助金として支援したことで、教職員の資質及び専門的知識の向上を図り、研修

会等で習得した知識及び技能を授業等に還元できた。

115 831 教職員研修事業 教育局総合教育研究所
教職員として求められる資質・能力、授業力、実践

力等の向上を図る。

各学校に勤務する教職員を対象に学級経営等に関する悉皆研修及び特別研修講座

等を開催する。

各学校に勤務する教職員を対象に、学級経営等に関する悉皆研修及び特別研修

（管理職を対象とした研修等）を通じて、教職員として求められる資質・能力、授業

力、実践力等の向上を図った。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

116 832 教育に関する調査・研究事業 教育局総合教育研究所
教職員として求められる学校経営力、学級経営力

等の向上を図る。

学校教育指導員が各学校を訪問し、学校経営や学級経営、授業づくり等について、助

言、指導をする。

学校管理職や研究主任、若手教職員等との面談や授業参観等を通して、学校経営や

学級経営、授業づくり等に対する意識の向上を図った。全国ＩＣＴ教育首長協議会主

催「全国ＩＣＴ教育首長サミット」に参加し、新しい時代に求められる教育について、先

進地の実践発表事例等を各学校にフィードバックした。教育に関する研究資料を購入

し、各学校における教育実践の取り組みに対する推進を図った。

117 833 小中一貫教育推進体制の整備事業 教育局総合教育研究所
本市の小中一貫教育の理念を教職員に周知し、理

解を深める。

教職員研修を通じて、小中一貫教育への理念の平準化を図る。 

小中一貫教育全国サミットに参加し、見識を広げるとともに本市の研究発表会に反映し

ていく。

小中一貫教育全国サミットに参加し、本市の小中一貫教育のあるべき姿を改めて認識

することができた。

各学校に勤務する教職員に対し、計画指導訪問等の学校訪問を通じて小中一貫教育

の周知を図った。つくば市教育大綱に掲げる理念を実現するための教育施策について、つ

くば市教育評価懇談会を開催し、取組状況を把握するための調査項目及び方法等を

検討し、調査を実施した。

118 834
つくば市総合教育研究所維持管理

事業
教育局総合教育研究所

研修会場及び学校現場のＩＣＴ機器に関する諸

業務を所管する部署としての総合教育研究所の維

持管理

施設の維持管理及び施設修繕に関する各種業務の契約締結、総合教育研究所内で

使用する機器の賃借等に関する契約締結他

研修会場や学校現場のＩＣＴ機器に関する諸業務を所管する部署として、維持管理

及び施設修繕に必要な各種業務の委託契約を締結し、安全で使いやすい施設環境を

維持した。総合教育研究所内で使用する機器の賃借等に関する契約を締結し、効率

的な事務執行を図った。

119 835 小学校事務用パソコン整備事業 教育局総合教育研究所

情報機器の整備を通じて教職員の事務の効率化

及び軽量化を図るとともに、校務の情報化を推進す

る。

校務用コンピュータ、センターサーバ、複合機、印刷機、校務支援システム等の整備・運

用

校務用コンピュータの追加、校務支援システムの機能を充実させることにより、教職員の

事務の効率化、軽量化を図ることができた。

120 836 中学校事務用パソコン整備事業 教育局総合教育研究所

情報機器の整備を通じて教職員の事務の効率化

及び軽量化を図るとともに、校務の情報化を推進す

る。

校務用コンピュータ、センターサーバ、複合機、印刷機、校務支援システム等の整備・運

用

校務用コンピュータの追加、校務支援システムの機能を充実させることにより、教職員の

事務の効率化、軽量化を図ることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

121 837 小学校ＩＣＴ教育推進事業 教育局総合教育研究所

ＩＣＴ機器を活用した「個別最適な学び」と「協働

的な学び」を実現し、子供たちがこれからのグローバル

社会で活躍するために必要な「つくば２１世紀型能

力」や「情報活用能力」を育む

小学校及び義務教育学校（前期課程）における教育用コンピュータ、電子黒板、学習

支援システム等の整備

児童数及び学級数増加に伴うＩＣＴ機器（学習者用端末及び電子黒板等）を追

加整備し、学習に必要なＩＣＴ環境を維持した。

また、ＩＣＴ支援員を各学校に派遣し、機器設定、研修支援及び授業支援等のサ

ポートを行い、学校現場の負担軽減を行った。

122 838 中学校ＩＣＴ教育推進事業 教育局総合教育研究所

ＩＣＴ機器を活用した「個別最適な学び」と「協働

的な学び」を実現し、子供たちがこれからのグローバル

社会で活躍するために必要な「つくば２１世紀型能

力」や「情報活用能力」を育む

中学校及び義務教育学校（後期課程）における教育用コンピュータ、電子黒板、学習

支援システム等の整備

生徒数及び学級数増加に伴うＩＣＴ機器（学習者用端末及び電子黒板等）を追

加整備し、学習に必要なＩＣＴ環境を維持した。

また、ＩＣＴ支援員を各学校に派遣し、機器設定、研究支援及び授業支援等のサ

ポートを行い、学校現場の負担軽減を行った。

123 839 幼稚園事務用情報機器整備事業 教育局総合教育研究所
情報機器の整備を通じて園務の効率化及び軽量

化を推進する。
複合機及び印刷機等の整備

複合機及び印刷機の更新、ホームルーター及び研究指定園への電子黒板の整備等、

ＩＣＴ環境の改善を行うことで教職員の園務の利便性の向上及び効率化を図った。

124 840 社会教育振興事業 教育局生涯学習推進課 つくば市における社会教育の振興を図る。

社会教育委員会議を開催し、市の社会教育施策に対して意見等をいただき、事業実

施に反映させる。 

社会教育主事を配置し、社会教育行政の充実を図る。 

社会教育講座及び保育所における社会教育講座を開催する。

社会教育委員会議を３回開催し、社会教育委員の意見等を社会教育行政に反映さ

せることができた。

引き続き社会教育主事を２名配置したことにより、事業推進体制を整えることができた。

社会教育講座（たのらく講座）を２回、保育所における社会教育講座を１０回（９

保育所）実施し、広く学びの機会を提供し社会教育の振興を図った。

125 841 地域改善地区集会所維持管理事業 教育局生涯学習推進課
高須賀地区集会所の適正な維持管理を図り、地

域の交流の場として提供する。

施設の維持管理及び貸出業務等の委託を行い、高須賀地区集会所の円滑な運営を

図る。

施設の維持管理業務を委託したほか、施設の法定点検及び修繕を実施し、適切な施

設管理を行った。
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126 842 家庭教育学級支援事業 教育局生涯学習推進課
家庭の教育力の向上を図り、子どもの健全な育成に

役立てる。

家庭教育学級、家庭教育セミナーの開催。

社会教育指導員（会計年度任用職員）８人を生涯学習推進課に配置し、家庭教

育学級の運営にあたり支援・助言を行う。

社会教育指導員のサポートの下、全ての幼稚園・学校において家庭教育学級を開催し

た。また企業へ出向き、働きながらも参加しやすいよう昼休み時間等を利用した講座を行

い、あわせて個別の子育てに関する相談業務も行った。参加者同士の横のつながりを意

識した講座形式を積極的に取り入れ、悩みの共有、連携強化を図り、家庭教育の振興

に寄与した。

127 843 生涯学習審議会開催事業 教育局生涯学習推進課

市民が自己を高めるため、生涯にわたり社会のあらゆ

る領域で自発的、自主的に学習活動が行えるように

する。

生涯学習の振興に関する施策を総合的に進めるために、調査審議する審議会を開催す

る。

・第３次つくば市生涯学習推進基本計画に位置付けられた事業の令和５年度実績の

評価を実施し、確実な進捗が確認できた。

・第４次計画策定に向けた準備を始めた。

128 844 つくば人間学講座 教育局生涯学習推進課 文化創造の一助及び生涯学習の推進を図る。
実行委員会が講座の内容・講師選定など、企画全般を行い、市と協働で講座を開催す

る。

実行委員会による講座の内容検討や講師選定のもと講座を３回開催し、幅広いテーマ

を設定することで参加者から高い満足度を得ることができた。

129 845 出前講座事業 教育局生涯学習推進課

生涯学習の推進を図ると共に、市民の市政に関する

理解を深め、もってまちづくりへの参加の促進に寄与

する。

市民の学習会や集会等に市職員が講師として出向き、市の業務や施策に関する講座

等を行う。

広報紙への掲載方法を工夫するとともに、ガイドブックをわかりやすく表示するなどにより、

前年度と比較して、大きく受講者数を増やすことができた。

130 846 生涯学習指導者情報提供事業 教育局生涯学習推進課
市民の生涯学習意欲を満たす。地域全体が持つ能

力を活かした学習機会の充実を図る。

生涯学習指導者情報の登録を行い、市民の要望に応じた生涯学習指導者情報を提

供をする。

・市のＳＮＳなどに指導者の新規登録を促す投稿を行い、昨年度よりも積極的な周知

を図った。 

・新規登録数は１５人、６年度末の指導者登録数は９２人となった。
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131 847 市民研修センター管理運営事業 教育局生涯学習推進課

市民及び市内の企業に勤務する者に生涯学習の機

会を提供し、もって教育の振興及び文化の向上に寄

与する。

利用者が快適に施設を利用できるよう、指定管理者制度を活用し、適切な施設の維持

管理、施設の特性を生かした自主事業の実施など、民間活力を用いた施設運営を行

う。

利用者数は順調に伸びた。施設の花の植替えを地域の方が積極的に行うなど、地域住

民と良好な関係を築き地域の活性化に取り組むことができた。

132 848 さくら民家園施設管理事業 教育局生涯学習推進課
郷土に対する理解を深める環境・憩いの環境を提供

し、伝統文化の継承に寄与する。

日常的な清掃管理及び来場者への対応等の委託と団体利用者・催事等への貸出し、

ひな人形の展示等を行う。

業務委託により、清掃や植栽管理、法定点検を行い、施設の適切な管理ができた。

魅力度向上の取組として、さくら民家園で試験的にかき氷の販売を行い、来場者数を大

幅に増やすことができた。

133 849 青少年健全育成事業 教育局生涯学習推進課
未来のつくば市を担う青少年が、健やかにたくましく成

長できるようにする。

青少年相談員が中心となり、学校や青少年育成団体等と連携し、青少年の非行防止

や青少年育成の各種事業を展開する。

あいさつ・声かけ運動、「茨城県青少年の健全育成等に関する条例」の普及啓発活動

並びに社会環境健全化活動を実施した。

各月１回程度、支部長会議を実施し、各支部と情報共有及び連携を図ることができ

た。

「青少年の健全育成に協力する店」の登録活動など青少年育成の活動を推進すること

ができた。

134 850 青少年を育てるつくば市民の会補助 教育局生涯学習推進課

市民総ぐるみ運動による青少年育成団体を支援

し、青少年健全育成の推進を図ることを目的とす

る。

青少年の健全育成事業を展開する団体（青少年を育てるつくば市民の会）に対し補

助金を交付し、青少年の健全育成活動の推進を図る。

青少年を育てるつくば市民の会が行う活動の支援を図り、地域社会で青少年を健全に

育成する機運を高めることができた。

135 851 つくば市子ども会育成連合会補助 教育局生涯学習推進課
つくば市子ども会育成連合会の運営の安定化を図

り、その発展に寄与する。
つくば市子ども会育成連合会に対し補助金を交付し、団体の運営の安定化を図る。

異年齢の集団による仲間づくり活動や、地域の保護者と共に行う活動を通して、地域コ

ミュニティ構築の一翼を担えた。



通し

番号

事業

番号
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136 852
二十歳の集い開催事業（旧：成人

式開催事業）
教育局生涯学習推進課

次世代のつくば市を担う二十歳の方の門出を祝い、

社会の一員としての自覚と責任感を促す機会とす

る。

式典内容を企画し、当日の運営に参画する二十歳の方による実行委員会を立ち上げ

る。 

広報紙、ホームページへの掲載、対象者への案内通知などの広報活動を行う。 

二十歳の方々で実行委員会を組織し、自ら企画・運営する二十歳の集いを開催するこ

とができた。 

式典中も、二十歳という自覚をもった行動により、滞りなく式典を進行することができた。

137 853 青少年体験学習事業 教育局生涯学習推進課

青少年に自主的な活動や体験の場を提供し、青少

年の自己肯定感、自己有用感及び社会力の育成

を図る。

市内在住在学の中高生を対象に企画募集し、青少年を中心とした地域交流・多世代

間交流の体験学習を実施する。また、青少年の健全育成に資する団体の自主活動を

支援、促進する。
青少年の健全育成を図り、子どもたちが生きる力を育む上で有益な体験事業への参加

を促進し、社会力を育成することができた。

138 854 文化財保護審議会事業 教育局文化財課

　教育委員会の諮問に応じ、文化財の保存及び活

用に関する重要な事項について調査し、教育委員

会に建議する。

　文化財保護行政全般について、広範な知識を持つ外部有識者と市民委員１０名に

よって構成される審議会を年に２、３回開催し、市の文化財保護行政全般に関し適切

かつ公平に審議を行うほか、文化財の保存と活用に関する重要事項に関して協議、検

討及び報告を行う。また、必要に応じて現地調査を行う。

　文化財保存活用計画に基づき、前年度事業の実績及び成果を報告するとともに、現

年度事業の計画及び進捗状況を説明し、専門的な立場からの意見を聴取することがで

きた。また、文化財の指定等基準や新規指定候補物件等について意見を得ることができ

た。

139 856 市管理文化財維持管理事業 教育局文化財課

　市内に所在する国・県・市指定や国登録その他の

文化財、周知の遺跡等を次世代に良好な状態で

継承する。

○文化庁、茨城県及び市文化財保護審議会、文化財保護指導員その他の専門家の

指導を仰ぎながら、対象文化財の維持・管理・整備等を適切に実施

○市指定史跡保存のための民有地の賃貸借

○史跡整備に関する団体に加盟し情報収集や意見交換を実施

　市が所管する史跡の草刈り等の業務委託や、県指定文化財五角堂の茅葺屋根修繕

等を通して、指定等文化財の維持管理を適切に行った。また、地元団体や住民による

草刈り等を通して、小田城跡内公有地等の景観美化が図れた。

　市加盟協議会による研修会等に参加することで、他自治体と有意義な意見交換がで

きた。

140 857 民有文化財補助事業 教育局文化財課

　市内に所在する民有の国・県・市指定や国登録そ

の他の文化財の継承に必要な経費を補助すること

で、当該文化財を保護する。

　指定・登録文化財の管理・修理について、予算の範囲内で経費の一部を補助する。

　県指定文化財絹本著色愛染明王像保存修理事業、市指定民俗文化財百家竜水

万灯保存事業、市指定民俗文化財吉瀬はやし保存事業、国重要文化財大塚家住

宅火災報知設備点検事業、同改修事業の５件に対して補助を行ったことで、文化財の

適切な保存・維持管理ができるよう所有者への支援ができた。



通し

番号

事業

番号
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141 859 市史編纂事業 教育局文化財課
　歴史資料を体系的・分類的に調査・整理・記録し

て郷土の歴史を正しく後世へ伝える。

○保有史・資料の整理及び解読作業（江戸時代の近世文書を中心に行う。） 

○整理・解読後の史・資料を市史史料集として刊行 

○未発見の史・資料を調査し、写真やデジタルデータとして記録 

○市関連史・資料の入手（古書店等からの購入を含む。）

　本年度は洞下村名主や菅間村長を務めた家の近世近代史料群について、筑波大学

の日本史研究室に一部を委託しながら調査し、文書目録の作成、重要史料の撮影を

進めることができた。史資料の収集については葛城村地籍図、養蚕用火鉢、桜村旗、桜

村記念誌など４件の寄贈を受けたほか、学園都市関係資料、田中庄山王宮略記など

の資料を購入した。

142 860 小田城跡保存事業 教育局文化財課
国指定史跡「小田城跡」を土地買収により保存し、

歴史公園として活用できるよう復元整備する。

○土地買収は、文化庁長官に現状変更を許可されない土地等で実施し、Ｈ１９年度

までに史跡南半の市街化調整区域約１１ｈａがほぼ終了、現在は北半の市街化区

域で概ね毎年１筆を買収している

○発掘調査の出土品の保存処理を継続して実施する

市街化区域内の規制が厳しい土地２筆、２，０９８．７㎡の公有化及びそれに伴う

測量や鑑定などを実施した。

１０月に地権者交渉を行い合意、２月に売買契約を締結した。土地の公有化によっ

て、史跡を良好な状態で保存することができるようになった。

出土品の保存処理等については、木製品２点を実施し、恒久的な保存が可能となっ

た。

143 861 つくばスタイル科の振興 教育局学び推進課
つくばの未来を担い、国際社会で活躍できる人材を

育成する。

「環境」「キャリア」「歴史・文化」「健康・安全・防災」の４単元を９年間の系統性を図り

つつ、つくば２１世紀型能力を身に付ける。

科学技術戦略課や生涯学習推進課、社会福祉協議会、危機管理課、環境政策課

等と連携し、「環境」「キャリア」「歴史・文化」「健康・安全・防災」のそれぞれの単元につい

て、学習する内容について方向性の確認及び見直しを行った。つくばスタイル科単元プラ

ン集及びつくばスタイル科実践事例集を作成し、各校に共有した。これらを活用して、発

信型ＰＢＬを実践し、つくば２１世紀型能力の育成を図った。

144 863 文化財展示施設管理事業 教育局文化財課

　市内の出土文化財、史料、民俗資料等や復元整

備した史跡を保存、展示する市文化財展示施設等

の、所蔵資料や施設を維持管理する。

○所蔵資料の収集及び適切な管理

○申請に応じた施設使用・資料利用への対応

○施設の維持管理のための法定点検、植栽や設備の維持管理、機械警備、収蔵資料

の燻蒸処理等を専門業者に委託して実施

※桜歴史民俗資料館には、桜窓口センターが含まれる。

　各展示施設の利用者数及び解説等依頼件数は、昨年と同等であった。所蔵資料・施

設の利用申請等を適切に処理し、他市町村等での展示や研究、出前講座等において

も有効活用した。一昨年度販売開始した小田城御城印も一定の売上を保った。施設

及び所管地の植栽や修繕については、専門業者へ委託して適切に管理した。

145 865 学校での伝統文化教育支援事業 教育局文化財課
　市の歴史や文化財を、学校教育の中で市内の子

供達に伝える。

○出前講座・文化財施設見学説明 

○学校教諭対象の説明研修会の開催 

○市の歴史や文化財を教育現場で活用しやすくまとめ、伝統文化教育を支援する各種

教材を学校に提供

　年度初めから市内小中学校・高等学校の児童・生徒に対して、展示説明及び出前講

座の機会を多く得ることができ、郷土を学習する支援ができた。説明等は、解説ボランティ

アの参加により省力化できた。また、昨年度再開した教職員研修を実施することができ

た。
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146 866 文化財催事講座等事業 教育局文化財課

　市の歴史や文化財に対する市民の関心や郷土愛

を育むとともに、観光等へ活用することで市のプロモー

ションに寄与する。

○市内展示施設を巡る巡回企画展を開催し、テーマに沿った講演会等を実施 

○古文書読解等の文化財講座の実施 

○平沢官衙遺跡歴史ひろば、小田城跡歴史ひろばにおける史跡活用催事の開催

　各施設での常設展示のほか、巡回企画展と関連講演会等、夏休みの小中学生向け

の体験学習会、古文書講座、史跡を活用した催事を開催した。巡回企画展は秋期に

２会場で開催し、企画展９８６人、講演会９１人、体験学習３２人の来場・参加

者を得た。古文書講座は夏期・冬期に各４回実施した。いずれもアンケート満足度が高

く、実施により歴史や文化財に対する市民の関心や郷土愛を育成できた。

147 867
図書館及び視聴覚センターの維持管

理事業
教育局中央図書館

市民の生涯学習の拠点である中央図書館及び視

聴覚センターを安全で快適に使用できるよう、適切

な維持管理を行う。

年間を通して施設や設備の維持管理業務委託及び修繕必要箇所の修繕工事等の施

工等を行い、安全で使いやすい施設の維持管理に努める。

改修工事として、外壁改修工事、業務用エレベーター改修工事、冷却水ポンプ配管修

繕工事を行った。

各修繕についてはほぼ計画どおりに執行し、突発的な故障についても順次対応すること

で、市民に快適な生涯学習の場を提供することができるよう適切な維持管理を行うことが

できた。

148 868 読書推進事業 教育局中央図書館 読書活動の推進と図書館利用の推進を図る。

学校訪問ブックトーク、団体貸出し（調べ学習の支援・学級文庫支援）、ジュニア図書

館員受入れ、社会科見学・職場体験学習受入れ、司書教諭及び学校司書の研修協

力など学校図書館支援や、出前講座、ファーストブック講座など、各種イベントを行う。ま

た、図書館情報誌「ヨッモカ」、「こどもヨモッカ」を発行する。

各種イベントを実施することにより、読書推進及び図書館の利用促進を図ることができ

た。

149 869 自動車図書館の運営事業 教育局中央図書館

市内のいずれの場所においても均質な図書館サービ

スが受けられるよう、地域図書館としての役割の一部

を担う。

市内６３か所に設けたステーションに火曜日から土曜日に自動車図書館車３台を使っ

て巡回し、本の貸出及び返却等のサービスを行う。各ステーションには２週間に１回の頻

度で巡回する。

図書館に来館することが難しい方へ図書館サービスを提供することができた。ステーション

数を年度当初の６２か所から６３か所に増やし、サービスの充実を図った。「つくスマ」ア

プリを利用して、自動車図書館の運休情報及びステーションの位置情報を掲載した。

150 870 障害者の生涯学習支援事業 教育局生涯学習推進課 障害者の生涯にわたる多様な学びの充実を図る。
第３次つくば市生涯学習推進基本計画の施策の柱である「誰一人取り残さない生涯学

習」という観点から、文化芸術やスポーツなど、障害者へ多様な学びの機会を提供する。

市内の障害者教育機関と協働し、参加者の意向を踏まえながら卓球バレー教室を実施

し、参加者の高い満足度を得ることができた。
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151 871 図書館ボランティア事業 教育局中央図書館

図書館事業の支援とボランティア自身の生涯学習の

一環としてボランティア活動の機会を提供するととも

に、図書館事業拡大の一翼を担う。

図書館のボランティアに登録し、図書館の支援や生涯学習の一環として、その知識・技能

を無償で提供いただく。

図書館ボランティアの活動によって図書館サービスの充実化を図るとともに、市民の活躍の

場を提供することができた。

152 872 読書環境の充実と集いの場の創出 教育局中央図書館
人や本がふれあう交流拠点として、気軽で自由な図

書館利用を促進する。

公園や広場など会話や飲食可能な状況下で読書環境を提供するライブラリーピクニックを

行う。
ライブラリーピクニックを開催した。

153 873 つくば市図書館協議会運営事業 教育局中央図書館

図書館法第１４条に基づき設置され、図書館の運

営について館長の諮問に応ずるとともに、図書館の行

う図書館奉仕につき館長に対して意見を述べる。

図書館協議会を開催し、図書館の運営に関し館長の諮問に応ずるとともに、図書館の

行う図書館奉仕につき、館長に対して意見を述べる機会を設ける。

年に２回程度開催する。

つくば市図書館協議会（委員総数１３人）を年２回開催し、図書館の各種事業に

対する意見を頂くことができた。

154 874
図書館資料の収集、整理及び保存

事務
教育局中央図書館

市民のニーズや潜在需要から資料を選定、収集し、

また、つくば市に関する資料を積極的に収集し、図書

館利用者の利用に供する。

利用傾向や市民要望を判断しつつ図書資料、視聴覚資料、電子書籍、新聞、雑誌等

を収集し、利用に供するため資料を整理し保存する。

収集及び購入の参考や利用者の資料検索のため資料データの整備や業務を円滑に行

うためシステムの保全を行う。

適切な資料を受け入れ、利用サービスに供した。

155 876 図書館の資料の貸出事務 教育局中央図書館
基本的人権のひとつとして知る自由をもつ国民に、

資料と施設を提供する。

つくば市在住者、つくば市への通勤、通学者及び保育園、小学校などの団体利用者に

対し利用カードを発行し、図書資料及び視聴覚資料の貸出しをする。令和６年１０月

からみどりの南小学校図書室等の地域開放事業を行う。また、１６ミリフィルム・１６ミリ

映写機等の視聴覚教材・機材を市内学校、幼稚園、保育所等に貸し出す。

利用カードを発行し、資料の貸出を行うことで、生涯学習に寄与した。２０２４年１０

月より、みどりの南小学校図書室での図書館サービスの提供を開始した。



通し
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156 877 調査・研究の支援事務 教育局中央図書館
利用者の調査・研究に資する環境整備や資料の収

集により、調査・研究の援助を行う。

参考資料を充実させる。また、電話やインターネットからの調査・研究の質問を受け付け、

専門職員（司書）から資料情報を提供する。

筑波大学附属図書館との相互貸借事業や、国立国会図書館のデジタル化資料送信

サービスの提供などにより、専門的な資料を提供し、利用者の調査研究を支援することが

できた。

157 878 図書返却事業 教育局中央図書館
借りた図書を返却できる場所を増やし、利便性の向

上に資する。

並木・広岡・大穂・豊里・島名の交流センター、市役所コミュニティ棟、かとりだい交流館の

ブックポスト及びオンラインの４交流センター、研究学園小学校図書室及びみどりの南小

学校図書室（地域開放事業）で図書館資料の返却ができるようにする。（みどりの南

小学校図書室は１０月から）また、新たなブックポストの設置についても検討を進める。

市内各所で図書を返却できることで、利用者の利便性が向上した。 

ブックポストをみどりのプールに設置した。

158 879
オンライン地域交流センター図書室運

営事業
教育局中央図書館

市内のいずれの場所でも均質な図書館サービスが受

けられるよう、円滑な運営と地域図書館サービスの向

上に資する。

オンライン化されている谷田部・筑波・小野川・茎崎地域交流センター図書室の業務運

営を中央図書館から委託する。条例規則を改正し、令和７年１月から分室として位置

付けた。

交流センター図書室の資料や環境を整備し、地域交流センター図書室の利便性を向上

させた。

筑波交流センターの長期休室対策として、６月まで毎週日曜日に筑波交流センターへ

自動車図書館の運行を行った。

159 948 教育支援委員会運営事業
教育局特別支援教育推

進室

特別な配慮や支援を必要とする未就学児及び在学

児童・生徒の、個々の実態に応じた適切な教育措

置の内容等の決定

つくば市教育委員会の附属機関として「つくば市教育支援委員会」を設置し、特別な配

慮や支援を必要とする未就学児及び在学児童・生徒に関する適切な就学先や教育措

置の内容等について、各分野の専門家による審議を定期的に実施する。

新たに学校関係者１名を委員に任命し、委員１５名で年間１１回の教育支援委員

会を開催した。審議対象幼児児童生徒に関する適切な就学及び措置変更につなげる

ことができた。

160 949 特別支援教育相談事業
教育局特別支援教育推

進室

未就学児並びに在学児童・生徒の実態の把握及び

各園・校並びに保護者への必要な支援 

未就学児を対象とした就学相談、在学児童・生徒を対象とした教育相談を通じ、医療

的ケアを含めた特別な配慮や支援を必要とする者の実態を把握するとともに、各幼稚園・

学校への巡回訪問を実施し、必要に応じて随時各園・校に対する指導及び助言を行

う。

保護者等の来所による就学・教育相談は６２３回（前年度５３３回）、幼稚園・学

校等への調査や観察訪問は７４０回（前年度５１１回）、電話による相談等は

３，８２２回（前年度２，９４５回）を実施した。また、幼稚園や学校において、

医療的ケアが必要な対象児３名に対し、看護師を配置したことで、安全な環境整備と

保護者の負担軽減につなげることができた。



通し

番号

事業

番号
事務事業名 部署名 事業の目的 事業の概要 成果

161 981 各種文化財基本調査事業 教育局文化財課

　市内に所在する無指定を含む各種文化財の基本

調査を行い基礎データを収集し、資料の蓄積、今後

の保存対策の立案及び「まちづくり」の根幹となる地

域独自の文化財の把握をする。

○各種文化財について計画的・継続的に所在や概要を把握する基本調査である悉皆

調査の実施 

○巡視等により文化財の現状を把握する現況確認調査の実施

　悉皆調査の一環として国登録有形文化財候補物件２件の調査を実施し、文化庁へ

意見具申を行うための知見と資料を得ることができた。また、国県指定文化財等について

は、８月と１月の２回、県文化財保護指導員とともに巡視をし、現状の把握ができた。

162 982 埋蔵文化財調査・保存事業 教育局文化財課

　市内に所在する埋蔵文化財について、文化財保

護法等で定められた調査・調整等の手続きを行い、

保存措置を講じる。また、重要遺跡の調査・保存や

出土品等の保管・活用を行う。

○各種開発等に伴う埋蔵文化財取扱事務、各種開発等に伴う試掘・確認調査 

○非営利目的での本発掘調査等、民間調査機関による記録保存調査の調整 

○重要な遺跡の保存・活用を検討するための内容確認調査

　埋蔵文化財の有無照会（文書３１３件、窓口等２，２２３か所）に対応し、手

続き等を適切に行った。また各種開発に伴う試掘・確認調査５７件や、個人住宅開発

等に伴う本発掘調査９件を実施し、開発と保存の調整をした。そのほか民間調査組織

による本発掘調査２件の調整・協議・監督をした。調査等で得た出土品や記録は市の

貴重な財産になった。

163 983 文化財サポーター事業 教育局文化財課
　市民が歴史や文化財に触れる機会、市の文化財

行政を知る機会を作る。

○解説ボランティア育成を目的とした講座・研修の開催

○講座修了者からボランティア登録者を募り、展示施設や文化財の解説のほか、学校支

援業務への協力、文化財の見回り、イベント時の補助、展示作成時の補助などを実施

　市内学校の展示説明だけでなく、つくばちびっ子博士、企画展体験学習及び講演会

等で、幅広く参加の機会を作ることができた。７月にはボランティア登録者との意見交換

会を行い、参加者の要望を把握した。また、年間を通じて民間ボランティア団体「常陸小

田城親衛隊の会」と連携し、小田氏と小田城を解説するイベントを計８回実施し、市民

へ幅広く文化財への理解と愛着を深める機会とすることができた。

164 1008 小学校管理運営事業 教育局学務課
児童の豊かな人間性を育み、創意と活力に満ちた

学校運営を図る。
消耗品費や光熱水費等、各学校の実情に合った予算執行管理を行う。

小学校及び義務教育学校（前期課程）に適正な予算令達及び執行管理を行い、円

滑な学校運営に寄与した。

165 1009 中学校管理運営事業 教育局学務課
生徒の豊かな人間性を育み、創意と活力に満ちた

学校運営を図る。
消耗品費や光熱水費等、各学校の実情に合った予算執行管理を行う。

中学校及び義務教育学校（後期課程）に適正な予算令達及び執行管理を行い、円

滑な学校運営に寄与した。
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166 1010 幼稚園管理運営事業 教育局学務課
幼児の豊かな人間性を育み、創意と活力に満ちた

幼稚園運営を図る。
消耗品費や光熱水費等、各園の実情に合った予算執行管理を行う。 市立幼稚園に適正な予算令達及び執行管理を行い、円滑な園運営に寄与した。

167 1014
小学校及び中学校体育連盟補助事

業
教育局教育総務課

児童及び生徒の体力の増進及び豊かな人間性の

育成並びに教員の指導力の向上を図る。

つくば市内の小学校で構成されている「つくば市小学校体育連盟」及び中学校で構成さ

れている「つくば市中学校体育連盟」に、下記事業の開催を支援をするため、補助金を

交付する。

（１）　陸上記録大会、総合体育大会、新人体育大会の開催

（２）　指導者実技講習会等の開催

（３）　審判技術講習会等の開催

児童生徒の健康増進及び心身の健全な発達、成長を図ることができた。 

また、教員の指導力向上を図ることができた。

168 1046
（仮称）新桜学校給食センター整

備事業
教育局健康教育課

将来予想される調理能力不足、既存センターの老

朽化等に対応する新しい学校給食センターを建設す

るため。

令和３年度～令和４年度：基本実施設計 

令和５年度～令和６年度：建設工事 

令和７年度４月供用開始予定

定期的に会議や現場確認を行い、適切に工事の進捗管理を行い、予定通りのスケ

ジュールで竣工できた。 

また、必要な厨房用物品等の購入を行い、開所に向けた準備ができた。

169 1047 平沢官衙遺跡再整備事業 教育局文化財課

　平成１５年度に開園した平沢官衙遺跡歴史ひろ

ばについて、経年劣化が進行した復元建物屋根等

の改修や解説設備の拡充等により、耐久性や安全

性、わかりやすさを改善する再整備事業を実施す

る。

○令和３年度に基本計画・基本設計、令和４年度に実施設計を策定 

○令和５～９年度に再整備工事を実施

　史跡平沢官衙遺跡再整備懇話会を３回開催し、助言と指導を受けながら、実物大

復元建物土倉の茅屋根と校倉の板屋根の葺替を主に行い、来年度工事予定の板倉

屋根材を購入した。また、造園的整備の環境再整備工事の実施設計を作成した。再

整備工事を着実に進めることで、復元建物の保全と安全性の確保ができ、工事現場の

公開と茅こしらえの体験を行うことで、事業を市民に周知することができた。

170 1052 （仮称）みどりの南小学校建設事業 教育局教育施設課 教育環境の向上を図る。

つくばエクスプレス沿線開発に伴い、引き続き萱丸地区周辺の就学人口増が見込まれ

る。 

現在の教室数では普通教室が足りなくなることが想定されるため、増築校舎を建設する。 

令和６年３月１１日に建設工事が完了し、同年４月３日に開校した。 

不足する備品を購入し、教育環境の充実を図ることができた。 
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171 1055 （仮称）みどりの南中学校建設事業 教育局教育施設課 教育環境の向上を図る。

つくばエクスプレス沿線開発に伴い、引き続き萱丸地区周辺の就学人口増が見込まれ

る。 

現在の教室数では普通教室が足りなくなることが想定されるため、増築校舎を建設する。

令和６年３月１１日に建設工事が完了し、同年４月３日に開校した。 

不足する備品を購入し、教育環境の充実を図ることができた。 

172 1089 学校給食徴収管理事業 教育局健康教育課 学校給食費の適正な徴収管理

児童生徒の保護者から学校給食費を徴収するために必要となる、口座振替手続きや、

納付書の発送を行う。

未納者に対して、督促状、催告書を送付する。

２３，３６１名の対象者から、１，０５５，８５３，５４０円の給食費を徴収す

ることができた。徴収率：９８．９５％

173 1095 社会力講座事業 教育局生涯学習推進課

第３次つくば市生涯学習推進基本計画の施策の

柱である、社会力を持った人材の育成をするため、

講演会や実習等を実施する講座を開催する。

社会力を持った人材の育成について、社会力への気付き、社会力を持った人材を活かし

ていくコーディネーターの育成等多様な観点から講座等を展開していく。

社会力の育成を目的とした講座開催４年度目として、社会力を生かして地域で活動す

る際の具体的なスキル（広報力等）にスポットを当てたり、つくば市内で活動する教育に

関係した市民活動団体での１日活動体験参加を行ったりすることで、実践的な内容に

よる社会力の育成を全５回の講座をとおして行うことができた（参加者８９人）。

174 1101 コミュニティ・スクール導入事業 教育局生涯学習推進課

保護者や地域住民が学校運営に参画し、学校と地

域が力を合わせることによって、それぞれの立場で主

体的に子供たちの成長を支えていく学校づくりを進め

るためコミュニティ・スクールを段階的に導入する。

１つの学園に対し３年度のスケジュールで導入を行っていく。初年度は立ち上げ準備を

行い、２年度目に準備組織としてコミュニティ・スクール推進会議を開催し、３年度目にコ

ミュニティ・スクール協議会を設置し本格的な運営を行っていく。令和７年度末を目途に

市内全学園での導入を目指す。

令和６年度は、法に基づく「コミュニティ・スクール協議会」を新たに８学園に設置したこと

に加え、本格導入の前段階としての「コミュニティ・スクール推進会議」を６学園で開催す

ることができた。コミュニティ・スクール協議会及び推進会議では、様々な視点から熟議が

なされ、具体的な地域学校協働活動につなげることができた。

175 1104 学校サポーター配置事業 教育局教育総務課
教員と多様な人材の連携により、学校教育活動の

充実と働き方改革の実現を図る。

教員の負担軽減を図り、教員がより児童等指導や教材研究等に注力できるよう、学習

プリント等の準備や採点業務、来客・電話対応等をサポートする学校サポーターを配置す

る。

学習プリント等の準備や採点業務、学級内での児童生徒の補助、来客・電話対応等を

サポートすることで、教職員の負担軽減を図り、教職員がより児童生徒と向き合う時間の

確保や教材研究等に注力できた。
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176 1111
（仮称）中根・金田台地区小学校

建設事業
教育局教育施設課 教育環境の向上を図る

中根・金田台地区の開発に伴い、周辺の就学人口増が見込まれ、栗原・栄・九重の各

小学校の教室では対応が困難となり、また、過大規模校解消のため令和８年４月開校

を目標に（仮）中根・金田台地区小学校を建設する。

令和８年４月の開校に向けて、校舎棟及び体育館棟、プール棟の建設工事に着手

し、計画的に工事を行っている。

（令和６年度末の出来高：計画２５％、実績２８％）

177 1121 小学校特別教室空調設備設置事業 教育局教育施設課 安全で安心できる教育環境の改善を図る。 小学校の特別教室について、教育環境の向上を図るため、空調設備設置工事を行う。
事業を進めていく中で計画について見直しを図り、それぞれの事業の予定を１年前倒しで

進め、令和６年度をもって全ての学校に整備を完了することができた。

178 1133 小学校施設長寿命化事業 教育局教育施設課

老朽化した施設の改修、危険箇所の解消、校舎内

環境整備、防犯対策を行うことで、安心安全な教

育環境の向上を図る。

全ての部位（屋根・屋上、外壁、内装、電気設備、機械設備）を更新する。 

構造躯体のコンクリート中性化対策や鉄筋の腐食対策を行う。

手代木南小学校校舎、真瀬小学校校舎の長寿命化改修工事を実施し、教育環境の

改善を進めている。（令和６年～令和７年）

また、茎崎第三小学校校舎、島名小学校校舎、桜南小学校校舎の長寿命化改修設

計業務、大曽根小学校校舎の長寿命化予防改修設計業務を実施し、工事の発注準

備を進めた。

179 1134 中学校施設長寿命化事業 教育局教育施設課

老朽化した施設の改修、危険箇所の解消、校舎内

環境整備、防犯対策を行うことで、安心安全な教

育環境の向上を図る。

全ての部位（屋根・屋上、外壁、内装、電気設備、機械設備）を更新する。 

構造躯体のコンクリート中性化対策や鉄筋の腐食対策を行う。

手代木中学校武道場及び茎崎中学校中央棟の長寿命化改修工事を実施し、教育

環境の改善を図った。

また、谷田部中学校校舎の長寿命化予防改修工事を現在実施中。（令和６年～令

和７年）そのほか、茎崎中学校西棟及び高崎中学校屋内運動場の長寿命化改修設

計業務を完了し、工事の発注準備を進めた。

180 1136 不登校児童生徒支援事業 教育局学び推進課
不登校児童生徒等に対し、社会において自立的に

生きる基礎を培うための選択肢の充実を図る。

不登校児童生徒支援施設に対する事業費補助や、支援施設を利用する児童生徒に

対する利用料補助など、経済的な支援を行う。また、教室に行けない又は行きにくい児

童生徒に対しては、学校の空き教室を活用して、生徒の相談や教育指導を行う専任職

員を配置した校内フリースクールを整備し、学校内にも学びの場を保障する。

校内フリースクールを市内全小中学校及び義務教育学校に開設し、教室に入れない又

は居づらい児童生徒に対する居場所を設けた。

民間不登校児童生徒支援施設利用者支援交付金により、施設利用の経済的負担を

軽減した。

公設のここにこ広場を運営し、民間事業者のノウハウをいかした支援を行った。
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181 1155
高等学校等通学定期券購入支援・

高校生自転車等通学支援事業
教育局教育総務課

自身の能力や適性、興味関心にあった進路の選択

肢を広げるため、公共交通機関・自転車等で通学し

ている高校生を支援する。

１　つくば市高等学校等通学定期券購入支援交付金

市内在住で対象地域に立地する高等学校等に公共交通機関（鉄道、路線バス、コ

ミュニティバス、スクールバス）で継続的に通学し、通学定期代が合計して年間１０万円

以上かかる方に、年額３万円を交付する。

２　つくば市高校生自転車等通学支援

市内在住で対象地域に立地する高等学校等に自転車等（原動機付自転車を含

む。）で継続的に片道６キロメートル以上の通学をしている方に対し、年額１万円を交

付する。

対象区域に所在する高等学校等に公共交通機関等を利用して通学する生徒の通学

定期券の購入に伴う経済的負担の軽減を図ることができた。また、対象区域に所在する

高等学校等に自転車等を利用して通学する生徒の当該通学に要する費用の負担を軽

減することができた。

182 1159 特別教室市民利用事業 教育局生涯学習推進課

学校教育法（昭和２２年法律第２６号）第１

３７条の規定に基づき、学校施設を学校教育に支

障のない範囲において開放し、市民の利用に供する

ことにより、生涯学習及びスポーツの振興を図ること

５名以上であり、かつ、つくば市に在住、在勤、在学する市民が過半数である団体に対

して、つくば市立小学校の一部の学校の特別教室を申請に基づいて貸し出す。

市民の生涯学習の振興を図ることを目的とした学校開放事業は令和５年度より開始

し、初年度は新設校である研究学園小学校、香取台小学校の２校の特別教室（家

庭科室、図工室、音楽室等）を開放した。令和６年度は、新たにみどりの南小学校を

開放した。利用回数も昨年度の１８回から大幅に増加し、令和６年度は６３回となっ

た。

183 1173
（仮称）つくば市茎崎給食レストラン

整備事業
教育局健康教育課

つくば市学校給食の在り方懇談会の意見や地産地

消の課題などをふまえ、市の給食事業のさらなる向

上を目指すために、貯蔵庫及び加工施設や給食レ

ストラン機能などを備えた新しい給食施設を整備す

る。

令和６年度から令和７年度　基本・実施設計 

令和７年度　旧岩崎保育所解体（こども部） 

令和８年度から令和９年度　建設工事 

令和９年度　一部プレオープン（給食レストラン） 

令和１０年度　本稼働（児童への給食提供） 

保護者や住民を対象とした説明会の開催やパブリックコメントの実施により、市民の意見

を反映させた基本計画を策定することができた。また、その基本計画に基づく設計業者を

選定することができ、予定通りのスケジュールで事業を進めることができた。


